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添付資料 2.1.13 

 

使用済燃料プール大規模漏えい時の対応について 

 

1. 使用済燃料プールにおける事故対応 

使用済燃料プールに大規模漏えいが発生した場合における，使

用済燃料プールの優先順位に従った事故対応例について以下に

示す。 

 

(1) 使用済燃料プールの漏えい緩和のための操作を実施するにあ

たり，最も重要な判断は使用済燃料プール（原子炉建屋）へ

のアクセス可否となる。これは現場の被害状態（火災の発生

状況，線量等）に依存する。 

 

(2) 使用済燃料プールへアクセス可能な場合には，準備から注水

するまでの時間が比較的短い恒設設備（復水補給水系）を用

いた内部からの使用済燃料プール注水行う。 

 

 

 

 

(3) (2)の操作により使用済燃料プール水位の維持ができない場

合，可搬型代替注水ポンプを用いた注水，消火系を用いた注

水，サプレッションプール浄化系を用いた注水を順次試みる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) (3)による使用済燃料プールヘの注水を行っても水位が維持

できない場合，原子炉建屋内部からのスプレイが可能であれ

ば，可搬型代替注水ポンプを既設の接続口に連結し，常設ス

プレイヘッダによるスプレイを行い，困難な場合は可搬型ス

プレイヘッダを用いたスプレイを行う。 

添付資料 2.1.12 

 

使用済燃料プール大規模漏えい時の対応について 

 

1. 使用済燃料プールにおける事故対応 

使用済燃料プールに大規模漏えいが発生した場合における，

優先順位に従った事故対応例について以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 使用済燃料プールからの漏えいが発生した場合は，中央制御

室から操作が可能であり，速やかな操作が可能である常設低

圧代替注水系ポンプによる代替燃料プール注水系（注水ライ

ン）を使用した使用済燃料プール注水を行う。 

 

 

 

(2) (1)による使用済燃料プール注水を行えない場合，使用済燃

料プールへのアクセスが可能であれば，準備から注水開始ま

での時間が比較的短い恒設設備（消火系）による使用済燃料

プール注水を行う。なお，消火系による使用済燃料プールへ

の注水は，消火系による消火を必要とする火災が発生してい

ないことが確認できた場合に実施する。 

 

(3)(2)による使用済燃料プールへの注水が行えない場合，可搬

型代替注水大型ポンプ又は可搬型代替注水中型ポンプによ

る代替燃料プール注水系（注水ライン）を使用した使用済燃

料プール注水を行う。 

 

(4) (1)，(2)，(3)による使用済燃料プール注水により，使用済

燃料プール水位の維持ができない場合，常設低圧代替注水

系ポンプによる代替燃料プール注水系（常設スプレイヘッ

ダ）を使用した使用済燃料プールスプレイを行う。 

 

添付資料 2.1.13  

  

燃料プール大規模漏えい時の対応について 

  

1. 燃料プールにおける事故対応  

燃料プールに大規模な漏えいが発生した場合における，燃料プ

ールの優先順位に従った事故対応例について以下に示す。  

  

 

 

 

 

 

 

(1) 燃料プールからの漏えいが発生した場合は，中央制御室から

操作が可能であり，速やかな操作が可能である燃料プール補

給水系，復水輸送系，消火系又は残留熱除去系による燃料プ

ールへの注水を行う。なお，消火系による燃料プールへの注

水は，消火系による消火を必要とする火災が発生していない

ことが確認できた場合に実施する。  

  

(2) (1)による燃料プールへの注水が行えない場合，大量送水車に

よる燃料プールスプレイ系（常設スプレイヘッダ）を使用し

た燃料プールへの注水又はスプレイを行う。   

 

 

 

 

(3) (2)による燃料プールへの注水又はスプレイが行えない場合，

燃料プールへのアクセスが可能であれば，大量送水車による

燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）を使用した

燃料プールへの注水又はスプレイを行う。  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

東海第二は,常設低圧

代替注水系ポンプによ

る代替燃料プール注水

系を使用した使用済燃

料プールへの注水及び

スプレイ設備を整備 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，柏崎

6/7 のサプレッション

プール浄化系に相当す

る設備はない 

 

 

 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

 島根２号炉は，燃料プ

ールへの注水とスプレ

イは同様な操作になる
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(5) (4)と並行して，使用済燃料プールの漏えいを緩和するため，

あらかじめ準備している漏えい緩和のための資機材を用いた

手段により，使用済燃料プール内側からの漏えい緩和を行う。 

 

 

 

 

(6) 使用済燃料プールヘアクセスできない場合や建屋内部での使

用済燃料プールスプレイが困難な場合，放水砲（大容量送水

車（原子炉建屋放水設備用）を使用）を用いた使用済燃料プ

ールへの放水を行う。 

 

 

 

 

(5) (4)による使用済燃料プールスプレイが行えない場合，使用

済燃料プールへのアクセスが可能であれば，可搬型代替注水

大型ポンプによる代替燃料プール注水系（可搬型スプレイノ

ズル）を使用した使用済燃料プールスプレイを行い，困難な

場合は，可搬型代替注水大型ポンプによる代替燃料プール注

水系（常設スプレイヘッダ）を使用した使用済燃料プールス

プレイを行う。 

 

(6) また，使用済燃料プールへの注水により使用済燃料プール水

位の維持ができない場合，(4)又は(5)の使用済燃料プールス

プレイと並行して，使用済燃料プールの漏えいを緩和するた

め，あらかじめ準備している漏えい緩和のための資機材を用

いた手段により，使用済燃料プール内側からの漏えい緩和を

行う。 

 

(7) (1)～(5)の操作による建屋内部からの使用済燃料プールへ

の注水，スプレイにより使用済燃料プールの水位上昇が確認

できない場合，可搬型代替注水大型ポンプ，放水砲等を用い

た建屋外部からの使用済燃料プールへの放水を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 燃料プールからの漏えいが発生している場合は，(2)又は(3)

の燃料プールへの注水又はスプレイと並行して，燃料プール

の漏えいを緩和するため，あらかじめ準備している漏えい緩

和のための資機材を用いた手段により，燃料プール内側から

の漏えい緩和を行う。 

 

 

(5) (1)～(4)の操作による建物内部からの燃料プールへの注水又

はスプレイにより燃料プールの水位上昇が確認できない場合

において，大型航空機が原子炉建物に衝突する等して原子炉

建物が損傷し開口部がある場合には，大型送水ポンプ車，放

水砲等を用いて，開口部に対して建物外部からの燃料プール

への放水を行う。 

 

 

 

 

ため，まとめて記載 
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2. 重大事故を想定した使用済燃料プールの監視対応フロー 

 

図 1 使用済燃料プールの監視対応フロー 

 

表 1 各設備の監視機能 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 重大事故を想定した使用済燃料プールの監視対応フロー 

 

第１図 使用済燃料プール水位低下時の監視対応フロー 

 

第１表 各設備の監視機能 
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・設備及び運用の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

判断基準及び対応設

備の相違 

・設備の相違 

【東海第二】 

東海第二は,常設低圧

代替注水系ポンプによ

る代替燃料プール注水

系を使用した使用済燃

料プールへの注水及び

スプレイ設備を整備 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，柏崎

6/7 のサプレッション

プール浄化系に相当す

る設備はない 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

 島根２号炉は，燃料プ

ールへの注水とスプレ

イは同様な操作になる

ため，まとめて記載 
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3. 使用済燃料プールへのスプレイ手順の妥当性について 

(1)使用済燃料プール水の大規模漏えい時の未臨界評価 

柏崎刈羽 6号及び 7号炉の使用済燃料プール（以下，本添付資

料において「SFP」という。）では，ボロン添加ステンレス鋼製ラ

ックセルに燃料が貯蔵される。SFP には，通常は限られた体数の

新燃料と使用済燃料が貯蔵されるが，臨界設計については新燃料

及びいかなる燃焼度の燃料を貯蔵しても十分安全側の評価を得る

ように，炉心装荷時の無限増倍率として 1.30 を仮定している。ま

た，プール水温，ラック製造公差，ボロン添加率，ラックセル内

燃料配置それぞれについて最も結果が厳しくなる状態で評価して

いる。 

 

 

仮に SFP プール水が沸騰や喪失した状態，SFP スプレイが作動

する状態を想定し，プールの水密度が減少した場合を考えると，

ラックセル内で中性子を減速する効果が減少し，実効増倍率を低

下させる効果がある。一方，ラックセル間では水及びラックセル

による中性子を吸収する効果が減少するため，隣接ラックへの中

性子の流れ込みが強くなり，実効増倍率を増加させる効果が生じ

る。 

 

 

 

 

 

そこで，柏崎刈羽 6 号及び 7 号炉の SFP において水密度を 1.0

～0.0g/cm3と変化させて実効増倍率を計算したところ，中性子の

強吸収体であるラックセル中のボロンの効果により，実効増倍率

を増加させる効果がある隣接ラックへの中性子の流れ込みが抑制

されることから，水密度の減少に伴い実効増倍率は単調に減少す

る効果が得られた。このため，水密度が減少する事象が生じた場

合でも未臨界は維持されることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

4. 使用済燃料プール水の大規模漏えい時の未臨界性評価 

 

東海第二発電所の使用済燃料プールでは，ボロン添加ステン

レス鋼製ラックセルを平成6年 11月に設置（平成3年5月認可）

し，現在に至るまで燃料を貯蔵している。使用済燃料プールに

は，通常は限られた体数の新燃料と照射済燃料を貯蔵するが，

臨界設計では，新燃料及びいかなる燃焼度の照射済燃料を貯蔵

しても十分安全側の評価を得るように，炉心装荷時の無限増倍

率が 1.30 となる燃料を用いて評価している。また，使用済燃料

プール水温，ラック製造公差，ボロン添加率，ラックセル内燃

料配置それぞれについて最も結果が厳しくなる状態で評価して

いる。未臨界性評価の基本計算条件を第 6 表に，ラック形状が

確保された状態を前提とした計算体系を第 2図に示す。 

仮に使用済燃料プール水が大規模漏えいし，使用済燃料プー

ルのスプレイ設備が作動する状態となった場合には，使用済燃

料プールの水密度が減少することにより，ラックセル内で中性

子を減速する効果が減少し，実効増倍率を低下させる効果が生

じる。一方，ラックセル間では水及びラックセルによる中性子

を吸収する効果が減少するため，隣接ラックへの中性子の流れ

込みが強くなり，実効増倍率を増加させる効果が生じる。 

 

低水密度状態を想定した場合の使用済燃料プールの実効増倍

率は上記の 2 つの効果のバランスにより決定されるため，ラッ

クの材質・ピッチの組合せによっては通常の冠水状態と比較し

て未臨界性評価結果が厳しくなる可能性がある。 

そこで，東海第二発電所の使用済燃料プールにおいて水密度

を一様に 0.0 ～1.0g／cm３と変化させて実効増倍率を計算した

ところ，中性子の強吸収体であるラックセル中のボロンの効果

により，実効増倍率を増加させる効果がある隣接ラックへの中

性子の流れ込みが抑制されることから，第 3 図に示すとおり，

水密度の減少に伴い実効増倍率は単調に減少する結果が得られ

た。ボロンは供用期間中に中性子を吸収し，中性子の吸収体と

しての効果が低下することが考えられるが，仮に供用期間を 60

年としても効果の低下はごく僅かである。このため，水密度が

減少する事象が生じた場合でも未臨界は維持されることとな

る。 

 

 

3. 燃料プールへのスプレイ手順の妥当性について  

 (1) 燃料プール水沸騰・喪失時の未臨界性評価  

島根２号炉の燃料プールでは，ボロン添加ステンレス鋼製ラッ

クセルに燃料が貯蔵されている。燃料プールには，通常は限られ

た体数の新燃料と使用済燃料が貯蔵されるが，臨界設計について

は新燃料及びいかなる燃焼度の燃料を貯蔵しても十分安全側の評

価を得るように，炉心装荷時の無限増倍率として 1.30（ウラン燃

料の場合），1.23（ＭＯＸ燃料の場合）を仮定している。また，プ

ール水温，ラック製造公差，ボロン添加率及びラックセル内燃料

配置それぞれについて最も結果が厳しくなる状態で評価してい

る。未臨界性評価の基本計算条件を第１表に，ラック形状が確保

された状態を前提とした計算体系を第２図に示す。 

 

仮に燃料プール水が沸騰や喪失した状態及び燃料プールスプレ

イ系（常設スプレイヘッダ）又は燃料プールスプレイ系（可搬型

スプレイノズル）が作動する状態を想定し，プールの水密度が減

少した場合を考えると，ラックセル内で中性子を減速する効果が

減少し，実効増倍率を低下させる効果がある。一方，ラックセル

間では水及びラックセルによる中性子を吸収する効果が減少する

ため，隣接ラックへの中性子の流れ込みが強くなり，実効増倍率

を増加させる効果が生じる。  

低水密度状態を想定した場合の燃料プールの実効増倍率は上述

の２つの効果のバランスにより決定されるため，ラックの材質・

ピッチの組合せによっては通常の冠水状態と比較して臨界評価結

果が厳しくなる可能性がある。  

そこで，島根２号炉の燃料プールにおいて水密度を一様に 1.0

～0.0g/cm3と変化させて実効増倍率を計算したところ，中性子の

強吸収体であるラックセル中のボロンの効果により，実効増倍率

を増加させる効果がある隣接ラックへの中性子の流れ込みが抑制

されることから，水密度の減少に伴い実効増倍率は単調に減少す

る結果が得られた。このため，水密度が減少する事象が生じた場

合でも未臨界は維持されることを確認した。解析結果を第３－１

図及び第３－２図に示す。 なお，ボロンは供用期間中に中性子を

吸収し，中性子の吸収体としての効果が低下することが考えられ

るが，仮に供用期間を 60年としても効果の低下はごくわずかであ

る。このため，水密度が減少する事象が生じた場合でも未臨界は

維持されることとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，ＭＯＸ

適用プラントであるた

め。 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は計算条

件を記載している 
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なお，解析には米国オークリッジ国立研究所(ORNL)により米国

原子力規制委員会(NRC)の原子力関連許認可評価用に作成された3

次元多群輸送計算コードであり，米国内及び日本国内の臨界安全

評価に広く使用されている SCALE システムを用いた。 

なお，解析には，米国オークリッジ国立研究所（ＯＲＮＬ）

が米国原子力規制委員会（ＮＲＣ）の原子力関連許認可評価用

として作成したモンテカルロ法に基づく 3 次元多群輸送計算コ

ードであり，米国内及び日本国内の臨界安全評価に広く使用さ

れているＳＣＡＬＥシステムを用いた。 

第 6表 未臨界性評価の基本計算条件 

※1 未臨界性評価用燃料集合体（k∞＝1.30 未燃焼組成，Ｇｄな

し）

※2 ボロン濃度の解析使用値は，製造公差下限値とする。

なお，解析には米国オークリッジ国立研究所（ＯＲＮＬ）によ

り米国原子力規制委員会（ＮＲＣ）の原子力関連許認可評価用に

作成されたモンテカルロ法に基づく３次元多群輸送計算コードで

あり，米国内及び日本国内の臨界安全評価に広く使用されている

ＳＣＡＬＥシステムを用いた。 

第１表 未臨界性評価の基本計算条件 

※１ 未臨界性評価用燃料集合体（k∞=1.30 未燃焼組成，Gdなし） 

※２ 未臨界性評価用燃料集合体（k∞=1.23 未燃焼組成，Gdなし） 

※３ ボロン濃度の解析使用値は，製造公差下限値とする。

・資料構成の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は計算条

件を記載している。 

【東海第二】 

島根２号炉は，ＭＯＸ

適用プラントであるた

め 
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図 2 柏崎刈羽６号炉 角管型ラックの計算体系 

図 3 柏崎刈羽６号炉 格子型ラックの計算体系 

第 2図 角管型ラックの計算体系 

第２図 使用済燃料貯蔵ラックの計算体系 

・記載対象の相違

【柏崎 6/7】 

柏崎は複数種類のラ

ックを使用しており，ま

た複数号炉を記載して

いる 
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図 4 柏崎刈羽 7 号炉 角管型ラックの計算体系 

図 5 柏崎刈羽６号炉 実効増倍率の水密度依存性 

第 3図 実効増倍率の水密度依存性 

第３図(1) 実効増倍率の水密度依存性（ウラン燃料） 

・記載対象の相違

【柏崎 6/7】 

柏崎は複数号炉を記

載している 
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図 6 柏崎刈羽 7 号炉 実効増倍率の水密度依存性 

第３図(2) 実効増倍率の水密度依存性（ＭＯＸ燃料） 
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4. 必要スプレイ流量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 使用済燃料プールへの必要スプレイ流量について 

使用済燃料プールへの注水（代替燃料プール注水系等による

注水）によっても使用済燃料プール水位を維持できないような

漏えいが生じた場合に実施する使用済燃料プールスプレイ戦略

について，使用済燃料プール内に保管されている照射済燃料の

冷却に必要なスプレイ流量を算出する。 

 

 

 

(1) 評価条件 

・使用済燃料プール内の冷却水が流出して照射済燃料が全露

出している状態を想定する。 

・崩壊熱除去に必要なスプレイ流量を算出する。 

・スプレイ水の温度は保守的に見積もっても 35℃であるが，

顕熱冷却による効果は考慮せずに，保守的に飽和水（大気

圧における）と仮定する。 

・想定する崩壊熱は，第 2 表，第 3 表及び第 4 表に示すとお

り，原子炉運転中（運転開始直後）と原子炉停止中（全炉

心燃料取出後）の 2ケースとする。 

(2) 必要注水量の評価式 

使用済燃料プールへの必要注水量は，崩壊熱による使用済

燃料プールの保有水の蒸発量に等しいとして扱い，以下の式

で評価した。評価結果を第 5表に示す。 

ΔⅤ／Δｔ＝Ｑ×10３×3,600／（hfg×ρ） 

ΔⅤ／Δｔ：必要注水量［m３／h］ 

Ｑ ：崩壊熱［MW］ 

hfg ：飽和水蒸発潜熱［kJ／kg］（＝2,257kJ／kg） 

ρ ：注水密度［kg／m３］（＝958kg／m３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 必要スプレイ流量  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方法の相違 

【東海第二】 

島根２号炉では実機

寸法を模擬した試験を

実施し，評価している

が，東海第二では机上計

算により評価している

（以下，添 2.1.13－①

の相違） 

・資料構成の相違 

【東海第二】 

島根２号炉では，評価

条件については 54 条補

足説明資料 6（容量設定

根拠）に記載している  

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【東海第二】 

島根２号炉では，必要

注水量の評価式につい

ては 54 条補足説明資料

6（容量設定根拠）に記

載している 
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第 2 表 崩壊熱評価条件 

 

※1 過去の施設定期検査における発電機解列から併入まで

の期間の実績よりも短い日数を設定した。 

※2 使用済燃料プールの最大貯蔵量（2,250 体）から１炉心

分の燃料（764 体）を除いた体数（1,486 体）が貯蔵さ

れているものとする。 

※3 使用済燃料プールの最大貯蔵量（2,250 体）の燃料が貯

蔵（前サイクルまで原子炉に装荷されていた取出燃料

（764 体）＋使用済燃料（1,486 体））されているものと

する。 

※4 過去の全燃料取出完了日の実績を踏まえ余裕を見た日

数を設定した。 

 

第 3 表 燃料取出スキーム（原子炉運転中） 
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第 4 表 燃料取出スキーム（原子炉停止中） 

 

第 5 表 東海第二発電所において必要なスプレイ流量 

 

(3) まとめ 

東海第二発電所の使用済燃料プール内にある照射済燃料の

冷却に必要なスプレイ流量を評価した。 

この結果，使用済燃料プールの熱負荷が最大となるような

組合せで照射済燃料を貯蔵した場合でも，崩壊熱除去に必要

なスプレイ流量は約15.1m３／hとなった。 

東海第二発電所で配備する可搬型スプレイ設備（可搬型ス

プレイノズル（3個），可搬型代替注水大型ポンプ）の流量は

約 50m３／h であり，使用済燃料プール内にある照射済燃料は

スプレイにより冷却可能である。また，NEI06-12 の使用済燃

料プールスプレイ要求において示されている必要流量200gpm

（約 45.4m３／h）を上回る流量になっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【東海第二】 

島根２号炉では，必要

スプレイ量のまとめに

ついては 54 条補足説明

資料 6（容量設定根拠）

に記載している 
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5. 可搬型スプレイノズル，常設スプレイヘッダの放水範囲につ

いて 

（可搬型スプレイノズル） 

   下記条件により，第 4 図，第 5 図に示すスプレイ分布を満

足することを確認している。 

 

 

 

 

 

 

 

第 4 図 可搬型スプレイノズルの放水範囲（単体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【東海第二】 

島根２号炉では，放水

範囲については 54 条補

足説明資料 6（容量設定

根拠）に記載している 
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(1)測定方法 

試験設備は，基準として床面を燃料頂部の高さと仮定し，実機

寸法を模擬して図 7のようにポンプ，流量計，流量調整弁，ヘッ

ダ管，ノズルを設置した。また，実機 SFP と同様のスプレイ状態

を模擬するため，足場とブルーシートにより SFP プール壁面の形

状を構築した。 

 

第 5 図 可搬型スプレイノズルの放水範囲（組合せ） 

 

（常設スプレイヘッダ） 

 下記条件により，第 6 図に示すスプレイ分布を満足することを

確認している。 

 ・ノズル使用本数，ノズル設置角度及びスプレイ流量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 測定方法  

試験設備は，基準としてスプレイ流量測定容器の頂部を燃料頂

部の高さと仮定し，実機寸法を模擬して第４図のようにポンプ，

流量計，流量調整弁，スプレイヘッダ，スプレイノズルを設置し

た。また，足場とブルーシートにより燃料プール壁面を模擬する

ことで，実機燃料プールと同様のスプレイ状態で試験可能な考慮

を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方法の相違 

【東海第二】 

 添 2.1.13－①の相違 
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図 7 試験設備概要図 

（2）測定条件 

・スプレイ時間：2min

・測定容器開口面積：318 ㎜×318 ㎜

（3）判定基準 

表 2 スプレイ実証試験の判定基準 

（4）測定結果 

①スプレイ状態の確認

試験のスプレイ状態について，スプレイ前の状況を図 8，

スプレイ状態の状況を図 9に示す。

図 9 のスプレイ状態から，スプレイヘッダの複数のノズル

からのスプレイ水は互いに衝突等の干渉がなく，燃料域全体

に広がることを確認した。 

第 6図 常設スプレイヘッダの放水範囲 

第４図 試験設備概要図 

(2) 測定条件

・スプレイ時間：10 分

・測定容器開口面積：167 ㎜×167 ㎜

(3) 判定基準

第２表 単位面積当たりの必要スプレイ流量 

(4) 測定結果

① スプレイ状態の確認

試験のスプレイ状態について，スプレイ前の状況を第５図，

スプレイ時の状況を第６図に示す。

第６図のスプレイ時の状況から，スプレイヘッダの複数の

ノズルからのスプレイ水は互いに衝突等による干渉がなく燃

料域上部に均質に広がることが確認できる。 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

設備の相違による試

験装置の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

設備仕様の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

設備仕様の相違 

・評価方法の相違

【東海第二】 

添 2.1.13－①の相違 

・評価方法の相違

【東海第二】

添 2.1.13－①の相違
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図 8 スプレイ前の状況 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 スプレイ状態の試験状況（スプレイ量：132m3/h） 

 

 

 

5. 必要スプレイ流量の測定結果 

6 号炉の実証試験結果を表 3に，7 号炉の実証試験結果を表 4に

示す。 

 

第５図 スプレイ前の状況 

 

 

 

 

第６図 スプレイ時の試験状況(スプレイ量：120m3/h） 

 

 

 

②  必要スプレイ流量の測定結果  

実証試験結果を第３表に示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

設備の相違による試

験装置の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

設備の相違による試

験装置の相違 
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6 号及び 7号炉ともに，単位面積当たりの必要スプレイ流量を

満足する高温燃料域を 2炉心以上確保し，全てのエリアに対し低

温燃料域の単位面積当たりの必要スプレイ流量を満足することが

可能である。 

また，必要スプレイ流量は，下記の範囲で上記単位面積当たり

のスプレイ量を満足するスプレイ分布を一定に保つことが可能で

ある。なお，７号炉のスプレイ分布と燃料配置を示す。 

・スプレイ流量：2200～2450L/min（132～147m3/h）

表 3 スプレイ実証試験結果（６号炉） 

表 4 スプレイ実証試験結果（７号炉） 

図 10 スプレイ分布図及び燃料配置図（7 号炉の例） 

単位面積当たりの必要スプレイ流量を満足する高温燃料域

を２炉心以上確保し，すべてのエリアに対し低温燃料域の単

位面積当たりの必要スプレイ流量を満足することが可能であ

る。  

また，必要スプレイ流量は，下記の範囲で上記単位面積当

たりのスプレイ量を満足するスプレイ分布を一定に保つこと

が可能である。なお，スプレイ分布と燃料配置図を第７図に

示す。  

・スプレイ流量：2,000L/min（120m3/h）

第３表 スプレイ実証試験結果 

第７図 燃料プールスプレイ系(常設スプレイヘッダ) 

のスプレイ分布図及び燃料配置図 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

設備仕様の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

設備の相違によるス

プレイ範囲の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

設備の相違によるス

プレイ範囲の相違 
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添付資料 2.1.14 

 

放水砲の設置場所及び使用方法等について 

 

1．放水砲による具体的なプラント事故対応 

(1) 放水砲による放射性物質の拡散抑制，大規模な火災の消火活

動の具体的な対応例 

① 放水砲の使用の判断 

次のいずれかに該当する場合は，放水砲を使用する。 

 

・原子炉格納容器へあらゆる注水手段を講じても注水できず，

原子炉格納容器の破損のおそれがあると判断した場合 

 

・原子炉格納容器からの異常な漏えいにより，格納容器圧力

逃がし装置で原子炉格納容器の減圧及び除熱をしているも

のの，原子炉建屋内の水素濃度が低下しないことにより原

子炉建屋トップベントを開放する場合 

 

 

 

 

・燃料プール代替注水系（可搬型）による燃料プールスプレ

イができない場合 

・プラントの異常により，モニタリング・ポストの指示がオ

ーダーレベルで上昇した場合 

・原子炉建屋等で大規模な火災が発生した場合 

 

 

② 放水砲の設置位置の判断 

放水砲の設置位置として，放射性物質の拡散抑制の場合はあ

らかじめ設置位置候補を複数想定しているが，現場からの情報

（風向き，損傷位置（高さ，方位））等を勘案し，発電所対策本

部が総合的に判断して，適切な位置からの放水を指示する。 

 

また，消火活動の場合は，火災の状況（アクセスルート含む）

等を勘案し，設置位置を確保した上で，適切な位置から放水す

る。 

 

添付資料 2.1.13 

 

放水砲の設置位置及び使用方法等について 

 

1. 放水砲による具体的なプラント事故対応 

(1) 放水砲による大気への放射性物質の拡散抑制，航空機燃料

火災への消火活動の具体的な対応例 

ａ．放水砲の使用の判断 

次のいずれかに該当する場合又はそのおそれがある場合

は，放水砲を使用する。 

・原子炉格納容器へあらゆる注水手段を講じても注水で

きず，原子炉格納容器の破損のおそれがあると判断し

た場合 

・原子炉建屋水素濃度が 2.0vol％に到達した場合，原子

炉格納容器内の水素排出のため格納容器圧力逃がし装

置を使用した格納容器ベントによる水素排出ができ

ず，原子炉建屋水素濃度の上昇が継続することにより，

ブローアウトパネル強制開放装置の操作にて原子炉建

屋外側ブローアウトパネル（ブローアウトパネル閉止

装置使用後については，ブローアウトパネル閉止装置

のパネル部）を開放する場合 

・代替燃料プール注水系による使用済燃料プールスプレ

イができない場合 

・プラントの異常により，モニタリング・ポストの指示

がオーダーレベルで上昇した場合 

・航空機燃料火災が発生した場合 

 

 

ｂ．放水砲の設置位置の判断 

放水砲の設置位置として，大気への放射性物質の拡散抑

制の場合はあらかじめ設置位置候補を複数想定している

が，現場からの情報（風向き，損傷位置（高さ，方位））等

を勘案し，災害対策本部長代理が総合的に判断して，適切

な位置からの放水を重大事故等対応要員へ指示する。 

また，消火活動の場合は，火災の状況（アクセスルート

含む）等を勘案し，設置位置を確保した上で，適切な位置

から放水する。 

 

添付資料 2.1.14 

 

放水砲の設置場所及び使用方法等について 

 

1. 放水砲による具体的なプラント事故対応 

(1) 放水砲による放射性物質の拡散抑制，航空機燃料火災の消

火活動の具体的な対応例 

① 放水砲の使用の判断 

次のいずれかに該当する場合又はそのおそれがある場合

は，放水砲を使用する。 

・原子炉格納容器へあらゆる注水手段を講じても注水で

きず，原子炉格納容器の破損のおそれがあると判断し

た場合 

・原子炉格納容器からの異常漏えいにより，格納容器フ

ィルタベント系で原子炉格納容器の減圧及び除熱をし

ているものの，原子炉建物内の水素濃度が低下しない

ことにより原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル

を開放する場合 

 

 

 

・燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）によ

る燃料プールスプレイができない場合 

・プラントの異常により，モニタリング・ポストの指示

がオーダーレベルで上昇した場合 

・航空機燃料火災が発生した場合 

 

 

② 放水砲の設置位置の判断 

放水砲の設置位置として，放射性物質の拡散抑制の場合

はあらかじめ設置位置候補を複数想定しているが，現場か

らの情報（風向き，損傷位置（高さ，方位））等を勘案し，

緊急時対策本部が総合的に判断して，適切な位置からの放

水を緊急時対策要員へ指示する。 

また，消火活動の場合は，火災の状況（アクセスルート

含む）等を勘案し，設置位置を確保したうえで，適切な位

置から放水する。 
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③ 放水砲の設置位置と原子炉建屋（原子炉格納容器又は使用済

燃料プール）への放水可能性 

前述のとおり，放水砲は状況に応じて適切な場所に設置する。

原子炉建屋から約86m の範囲内に放水砲を仰角50°以上(泡消

火放水の場合は，原子炉建屋から約73m の範囲内に放水砲を仰

角55°以上)で設置すれば，原子炉建屋トップ（屋根トラス）ま

で放水することができることから，原子炉格納容器又は使用済

燃料プールへの放水は十分に可能である。 

 

また，海水取水箇所については複数箇所を想定するとともに，

ホースの敷設ルートについても，その時の被害状況や火災の状

況を勘案して柔軟な対応ができるよう複数のアクセスルートを

確保し，複数のアクセスルートを想定した手順及び設備構成と

する。 

なお，放射性物質の拡散抑制の場合は，放射性物質を含む汚

染水が雨水排水の流路等を通って海へ流れることを想定して，

放水前に排水路に放射性物質吸着材を設置するとともに，海洋

へ拡散することを想定して，汚濁防止膜を設置することにより

汚染水の海洋への拡散抑制を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．放水砲の設置位置と原子炉建屋（原子炉格納容器又は使

用済燃料プール）への放水可能性 

前述のとおり，放水砲は状況に応じて適切な場所に設置

する。原子炉建屋中心から約 80m の範囲内に放水砲を仰角

65°（泡消火放水の場合は，原子炉建屋中心から約 50m の

範囲内に放水砲を仰角 75°）で設置すれば，原子炉建屋ト

ップ（屋根トラス）まで放水することができることから，

原子炉格納容器又は使用済燃料プールへの放水は十分に可

能である。 

また，海水取水箇所については複数箇所を想定するとと

もに，ホースの敷設ルートについても，その時の被害状況

や火災の状況を勘案して柔軟な対応ができるよう複数の敷

設ルートを確保し，複数のアクセスルートを想定した手順

及び設備構成とする。 

なお，大気への放射性物質の拡散抑制の場合は，放射性

物質を含む汚染水が一般排水路を通って雨水排水路集水桝

から海へ流れることを想定し，汚濁防止膜を設置すること

により海洋への放射性物質の拡散抑制を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 放水砲の設置位置と原子炉建物（原子炉格納容器又は燃

料プール）への放水可能性 

前述のとおり，放水砲は状況に応じて適切な場所に設置

する。原子炉建物から約 99m の範囲内に放水砲を仰角 55°

以上（泡消火放水の場合は，原子炉建物から約 61m の範囲

内に放水砲を仰角 65°以上）で設置すれば，原子炉建物４

階（燃料取替階）屋上（屋根トラス）まで放水することが

できることから，原子炉格納容器又は燃料プールへの放水

は十分に可能である。 

また，海水取水箇所については複数箇所を想定するとと

もに，ホースの敷設ルートについては，そのときの被害状

況や火災の状況を勘案して柔軟な対応ができるよう複数の

アクセスルートを確保し，複数のアクセスルートを想定し

た手順及び設備構成とする。 

なお，大気への放射性物質の拡散抑制の場合は，放射性

物質を含む汚染水が雨水排水の流路等を通って海へ流れる

ことを想定し，放射性物質吸着材及びシルトフェンスを設

置することにより汚染水の海洋への放射性物質の拡散抑制

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

設計方針の相違によ

る射程及び仰角の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，放水砲

による放水開始前に放

射性物質吸着材の設置

による海洋拡散抑制対

策を行うため，放射性物

質吸着材は重大事故等

対処設備として位置付

けている 
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2. 放水砲の設置位置について

(1)海水放水（放射性物質拡散抑制）の場合

図1 射程と射高の関係 

（海水放水（放射性物質拡散抑制）の場合） 

2. 放水砲の設置位置について

(1) 海水放水（放射性物質拡散抑制）の場合

第 2図 射程と射高の関係 

（海水放水，放水砲設置位置Ａからの場合） 

2. 放水砲の設置位置について

(1) 海水放水（放射性物質拡散抑制）の場合

第１図 射程と射高の関係 

（海水放水（放射性物質拡散抑制）の場合） 

c 
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第 3 図 射程と射高の関係 

（海水放水，放水砲設置位置Ｂからの場合） 
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第 4 図 射程と射高の関係 

（海水放水，放水砲設置位置Ｃからの場合） 
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第 5 図 射程と射高の関係 

（海水放水，放水砲設置位置Ｄからの場合） 
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(2)泡消火放水（大規模火災）の場合 (2) 泡消火放水（航空機燃料火災）の場合

第 7図 射程と射高の関係 

（泡消火放水，放水砲設置位置Ｅからの場合） 

(2)泡消火放水（航空機燃料火災）の場合

第２図 射程と射高の関係 

（泡消火放水（航空機燃料火災）の場合） 
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図2 射程と射高の関係（泡消火放水（大規模火災）の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 8 図 射程と射高の関係 

（泡消火放水，放水砲設置位置Ｆからの場合） 
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第 9 図 射程と射高の関係 

（泡消火放水，放水砲設置位置Ｇからの場合） 
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第 1図 放水砲設置位置（海水放水の場合） 

第 6図 放水砲設置位置（泡消火放水の場合） 

図
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3. 放水砲の放射方法について 

 

 

 

 

放射性プルーム放出時には，放水砲により放水した水により，

放射性プルームに含まれる微粒子状の放射性物質が除去される

ことが期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

放水砲の放射方法としては，直状放射から噴霧放射への切替

えが可能であり，噴霧放射は直状放射に比べ射程距離が短くな

るものの，より細かい水滴径が期待できるため，高い放射性物

質の除去効果が期待できる。 

 

したがって，プルーム放出時の放水砲の放射方法としては，

以下のとおりとする。 

 

・原子炉建屋（原子炉格納容器又は使用済燃料プール）の破損

箇所が確認できる場合，原子炉建屋の破損箇所に向けて放水

し，噴射ノズルを調整することにより噴霧放射で損壊箇所を

最大限覆うことができるように放射する。 

 

・原子炉建屋（原子炉格納容器又は使用済燃料プール）の破損

箇所や放射性物質の放出箇所が確認できない場合，原子炉建

屋の中央に向けて放水する。 

 

なお，直状放射でしか届かない場合においても，到達点では

霧状になっていることから（第4 図参照），放射性物質の除去に

期待できる。 

 

3. 放水砲の放射方法について 

放水砲の放射方法としては，噴射ノズルを調整することで直

状放射と噴霧放射の切替えが可能であり，直状放射はより遠く

まで放水できるが，噴霧放射は直状放射よりも，より細かい水

滴径が期待できる。 

放射性プルーム放出時には，放水砲により放水した水により，

放射性プルームに含まれる微粒子状の放射性物質が除去される

ことが期待できるが，微粒子状の放射性物質の粒子径は，0.1

物質～0.5μmと考えられ，この粒子径の微粒子の水滴による除

去機構は，水滴と微粒子の慣性衝突作用（水滴径 0.3mmφ前後

で最も衝突作用が大きくなる）によるものであり，噴霧放射を

活用することで，その衝突作用に期待できる。また，水滴と微

粒子の相対速度を大きくし，水の流量を大きくすることで，除

去効果の増大が期待できる。 

 

 

 

 

 

 

したがって，プルーム放出時の放水砲の放射方法としては，

以下のとおりとする。 

 

(1) 原子炉建屋（原子炉格納容器又は使用済燃料プール）の破

損箇所が確認できる場合 

原子炉建屋損壊部に向けて放水し，噴射ノズルを調整

することにより噴霧放射で損壊箇所を最大限覆うこと

ができるように放射する。 

(2) 原子炉建屋（原子炉格納容器又は使用済燃料プール）の破

損箇所が不明な場合 

原子炉建屋の中央に向けて放水する。 

 

なお，直状放射でしか届かない場合においても，到達点で

は霧状になっていることから（第 10 図参照），放射性物質の

除去に期待できる。 

 

 

 

3. 放水砲の放射方法について 

 

 

 

 

放射性プルーム放出時には，放水砲で放水した水により，放

射性プルームに含まれる微粒子状の放射性物質が除去されるこ

とが期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

放水砲の放射方法としては，直状放射から噴霧放射への切替

えが可能であり，噴霧放射は直状放射に比べ射程距離が短くな

るものの，より細かい水滴径が期待できるため，高い放射性物

質の除去効果が期待できる。 

 

したがって，プルーム放出時の放水砲の放射方法としては，

以下のとおりとする。 

 

・原子炉建物（原子炉格納容器又は燃料プール）の破損箇所

が確認できる場合，原子炉建物破損箇所に向けて放水し，

噴射ノズルを調整することにより噴霧放射で破損箇所を最

大限覆うことができるように放射する。 

 

・原子炉建物（原子炉格納容器又は燃料プール）の破損箇所

や放射性物質の放出箇所が確認できない場合，原子炉建物

の中央に向けて放水する。 

 

なお，直状放射でしか届かない場合においても，到達点では

霧状になっていることから（第４図参照），放射性物質の除去

に期待できる。 
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図4 直状放射による放水 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 10 図 直状放射による放水（放水訓練） 

 

  

第４図 直状放射による放水 
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添付資料 2.1.15 添付資料 2.1.15 

外
部
事
象
に
対
す
る
対
応
操
作
の
適
合
性
に
つ
い
て
 

外
部
事
象
に
対
す
る
対
応
操
作
の
適
合
性
に
つ
い
て
 

・各対応操作の適用性の

相違 

【東海第二】 

使用設備の設置場所

の相違等による相違 

（以下，同様） 
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添付資料 2.1.16 

米国ガイド（NEI-06-12 及び NEI-12-06）で参考とした事項 

について 

大規模な自然災害及び故意による大型航空機の衝突その他のテ

ロリズムによる大規模損壊についての前提条件を設定するに当た

り，米国における大規模自然災害への対応ガイド（NEI-12-06）及

び航空機テロへの対応ガイド（NEI-06-12）も参考にしている。 

これらガイドラインは以下のような内容である。 

添付資料2.1.16 

米国ガイド（NEI06-12及びNEI12-06）で参考とした事項 

について 

大規模な自然災害及び故意による大型航空機の衝突その他のテ

ロリズムによる大規模損壊についての前提条件を設定するに当た

り，米国における大規模自然災害への対応ガイド（NEI12-06）及

び航空機テロへの対応ガイド（NEI06-12）も参考にしている。 

これらガイドラインは以下のような内容である。（第1図） 

第1図 米国ガイド（NEI12-06及びNEI06-12）の概要 

添付資料 2.1.16 

米国ガイド（NEI-06-12 及び NEI-12-06）で参考とした事項 

について 

大規模な自然災害及び故意による大型航空機の衝突その他のテ

ロリズムによる大規模損壊についての前提条件を設定するに当た

り，米国における大規模自然災害への対応ガイド（NEI-12-06）及

び航空機テロへの対応ガイド（NEI-06-12）も参考にしている。  

これらガイドラインは以下のような内容である。 
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添付資料2.1.17 

 

大規模損壊発生時に必要な可搬型重大事故等対処設備等の 

配備及び防護の状況について 

 

大規模損壊を発生させる可能性のある大規模な自然災害（地

震，津波）及び故意による大型航空機の衝突が発生した場合に備

えた重大事故等対処設備等の配備及び防護について，対応状況を

表１に示す。 

なお，これらの対応については，2.1.2.3（1）に示す「大規模

な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他テロリズム

への対応に必要な設備の配備及び当該設備の防護の基本的な考

え方」に基づく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料2.1.17 

 

大規模損壊発生時に必要な可搬型重大事故等対処設備等の 

配備及び防護の状況について 

 

大規模損壊を発生させる可能性のある大規模な自然災害（地震，

津波，竜巻）及び故意による大型航空機の衝突が発生した場合に備

えた重大事故等対処設備等の配備及び防護について，対応状況を第

1表に示す。 

なお，これらの対応については，2.1.2.3(1)に示す「大規模な自

然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムへの

対応に必要な設備の配備及び当該設備の防護の基本的な考え方」に

基づく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料2.1.17 

 

大規模損壊発生時に必要な可搬型重大事故等対処設備等の 

配備及び防護の状況について 

 

大規模損壊を発生させる可能性のある大規模な自然災害（地

震，津波）及び故意による大型航空機の衝突が発生した場合に備

えた重大事故等対処設備等の配備及び防護について，対応状況を

第１表に示す。 

なお，これらの対応については，2.1.2.3（1）に示す「大規模

な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズ

ムへの対応に必要な設備の配備及び当該設備の防護の基本的な

考え方」に基づく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，柏崎

6/7と同様に竜巻は大規

模損壊を発生させる可

能性は無いと想定 
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表 1 大規模損壊発生時の可搬型重大事故等対処設備等の 

配備及び防護の状況(1/2) 

 

○大規模地震 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1表 大規模損壊発生時の可搬型重大事故等対処設備等の 

配備及び防護の状況(1／3) 

 

○大規模地震 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１表 大規模損壊発生時の可搬型重大事故等対処設備等の配備 

及び防護の状況（１／２） 

 

○大規模地震 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，機器の

輸送手段の確保に消火

活動を記載 
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○大規模な津波

第1表 大規模損壊発生時の可搬型重大事故等対処設備等の 

配備及び防護の状況(2／3) 

○大規模な津波 ○大規模な津波 ・想定事象の相違

【柏崎 6/7,東海第二】 

大規模損壊時におけ

る津波浸水想定の相違 
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表 1 大規模損壊発生時の可搬型重大事故等対処設備等の 

配備及び防護の状況(2/2) 

○故意による大型航空機の衝突

第1表 大規模損壊発生時の可搬型重大事故等対処設備等の 

配備及び防護の状況(3／3) 

○故意による大型航空機の衝突

第１表 大規模損壊発生時の可搬型重大事故等対処設備等の配備 

及び防護の状況（２／２） 

○故意による大型航空機の衝突
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○大規模竜巻 ・設計方針の相違

【東海第二】 

 島根２号炉は，柏崎

6/7と同様に竜巻は大規

模損壊を発生させる可

能性は無いと想定 
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添付資料2.1.21 

発電所対策本部体制と指揮命令及び情報の流れについて 

当社は福島第一原子力発電所の事故から得られた教訓を踏ま

え，事故以降，原子力防災組織の見直しを進めてきている。具体

的には，緊急時訓練を繰り返し実施して見直しを重ね，実効的な

組織を目指して継続的な改善を行っているところである。 

こうした取り組みを経て現在柏崎刈羽原子力発電所において組

織している発電所対策本部の体制について，以下に説明する。 

１．基本的な考え方 

柏崎刈羽原子力発電所の原子力防災組織を図1 に示す。 

発電所対策本部の体制の構築に伴う基本的な考え方は以下の

とおり。 

・機能毎の整理

まず基本的な機能を以下の４つに整理し，機能ごとに責任

者として「統括」を配置する。さらに「統括」の下に機能班

を配置する。 

① 情報収集・計画立案

② 現場対応

③ 対外対応

④ ロジスティック・リソース管理

これらの統括の上に，組織全体を統括し，意思決定，指

揮を行う「発電所対策本部長」を置く。 

このように役割，機能を明確に整理するとともに，階層

化によって管理スパンを適正な範囲に制限する。 

・権限委譲と自律的活動

あらかじめ定める要領等に記載された手順の範囲内にお

いて，発電所対策本部長の権限は各統括，班長に委譲され

ており，各統括，班長は上位職の指示を待つことなく，自

律的に活動する。 

なお，各統括，班長が権限を持つ作業が人身安全を脅か

す状態となる場合においては,発電所対策本部長へ作業の

可否判断を求めることとする。 

・戦略の策定と対応方針の確認

添付資料2.1.18 

重大事故等と大規模損壊対応に係る体制整備等の考え方 

添付資料 2.1.18 

重大事故等と大規模損壊対応に係る体制整備等の考え方 ・記載方針の相違

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 は，自社の福

島第一原子力発電所事

故の教訓を記載 

柏崎は発電所対策本

部体制と指揮命令およ

び情報の流れに着目し

て記載しているのに対

し，島根２号炉は体制の

整備に関する全般的な

内容を，重大事故等時と

大規模損壊時の相違点

に着目した資料構成と

なっているが，基本的な

考え方に相違はない 

（柏崎記載内容につい

ては技術的能力 1.0.10

にて記載） 
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計画・情報統括は，発電所対策本部長のブレーンとして

事故対応の戦略を立案し，発電所対策本部長に進言する。

また，こうした視点から対応実施組織が行う事故対応の方

向性の妥当性を常に確認し，必要に応じて是正を助言する。 

・申請号炉と長期停止号炉の分離

プラントごとに行う現場対応については，申請号炉であ

る6 号及び7 号炉と長期停止号炉である1～5 号炉に対応

する組織を分離する。 

・申請号炉の復旧操作対応

申請号炉である6 号及び7 号炉については，万一の両プ

ラント同時被災の場合の錯綜する状況にも適切に対応でき

るようにするため，各号炉を統括する者をそれぞれに置き

（「6 号統括」と「7 号統括」），統括以下，号炉ごとに独立

した組織とすることで，要員が担当号炉に専念できる体制

とする。 

・発電所対策本部長の管理スパン

以上のように統括を配置すると，発電所対策本部長は1

～7 号炉の現場の対応について，1～5 号統括，6 号統括，

7 号統括の3 名を管理することになる。 

発電所対策本部長は各統括に基本的な権限を委譲してい

ることから，3 名の統括を通じて全号炉の管理をするが，

プラントが事前の想定を超えた状況になり，2 基を超える

プラントで発電所対策本部長が統括に対して直接の指示を

行う必要が生じた場合には，発電所対策本部長の判断によ

り，発電所対策本部長が指名した者と発電所対策本部長が

役割を分割し，それぞれの担当号炉を分けて管理する。（図

2） 

・発電所全体に亘る活動

発電所全体を所管する自衛消防隊は，火災の発生箇所，

状況に応じて，1～5 号統括，6 号統括，7 号統括のいずれ

かの指揮下で活動する。 

また，発電所全体を所管する保安班は，計画・情報統括

配下に配置する。 
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図1 柏崎刈羽原子力発電所 原子力防災組織 体制図 

2.1-475



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図2 柏崎刈羽原子力発電所 発電所対策本部体制（概要） 

図3 自衛消防隊体制 
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２．6 号及び7 号炉の重大事故時における複数同時火災時の対応 

（１）概要 

緊急時対応中に6 号及び7 号炉で火災が発生し同時に消火活動

が必要になった場合の対応について示す。6 号及び7 号炉の同時

火災については，6 号及び7 号炉の建屋本館内部（6 号及び7 号

炉で計2 箇所）での火災（以下「内部火災」という。）のケースと，

発電所敷地内での火災（以下「外部火災」という。）が2 箇所で発

生したケースの2 ケースを示す。 

（２）内部火災の場合 

ａ．前提条件 

・緊急時対応の最中に，原因を特定せず6 号及び7 号炉での

同時火災を想定する。 

・火災の発生防止対策，感知・消火対策を実施していること

から，初期消火要員が対応する火災は，原子炉建屋，ター

ビン建屋等の可燃物が少ない火災区域で発生し消火器で短

時間に消火できる規模の火災を想定する。 

・緊急時対応において，運転員の現場操作に際して消火活動

が必要な火災に対しては，運転員の一部を活用する。 

・発電用原子炉の運転状態として，６号及び７号炉共に運転

中，片方運転・片方停止，両方停止を想定し，各運転状態

における運転員の人数を前提とする。 

ｂ．内部火災での対応及び体制 

6 号及び7 号炉での同時火災に対する対応フローを図4 

に，初期消火要員の体制を図5 に示す。 

当直長は，火災の状況を含めプラント状況の把握や発電所

対策本部との連絡を行っていることから，初期消火活動の指

示と現場指揮本部設置までの活動の指揮を執る。消防隊長は，

号機統括の指示を受け，速やかに現場指揮本部を設置すると

ともに，設置後は消火活動の指揮を執る。指揮権の委譲の際

には，当直長と現場指揮者から状況説明を受ける。その後は，

現場指揮者からの直接的，間接的に適宜状況報告を受け両方

の火災対応の指揮を執るとともに，発電所対策本部との連絡

を行う。 

消火体制については，6 号及び7 号炉の同時火災発生に対

応するために，初期消火要員として選任されている運転員，

消防車隊員（委託）で2 班を編成する。初期消火要員に選任

されている運転員は発電用原子炉の運転状態に依らず通常3 

名（運転中は専任，1 ないし2 プラント停止中は1 名専任2 名
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兼任）であることから，他の運転員1 名を初期消火要員に充

て，1 班当たり運転員2 名，消防車隊3 名の計5 名で初期消

火活動を行う。 

なお，建屋内での火災発生に対して，発電用原子炉の高温

停止及び低温停止を達成し維持（以下「発電用原子炉の安全

停止」という。）するための安全機能を有する構築物，系統及

び機器（以下「安全機能を有する機器等」という。）を設置す

る区域で煙充満や放射線の影響（以下「煙充満の影響等」と

いう。）により消火活動が困難となる区域は，固定式消火設備

を設置する設計としており，当該火災区域での火災発生に対

して初期消火隊員に依存することなく，速やかな消火活動が

可能である。 

よって，プラントの運転状態に依らず緊急時対応中の6 号

及び7 号炉の同時火災に対して，プラント当たり１班５名の

初期消火要員で十分に消火活動が可能で，その活動も短時間

であることから，初期消火要員に充てた運転員は，消火活動

後速やかに現場操作対応を行うことが可能であり，緊急時対

応に支障を及ぼすことはない。初期消火要員に編入した運転

員は，消火活動が終了した時点で，消防隊長の判断により速

やかに本来の現場操作対応に戻ることとする。 

但し，原子力警戒態勢又は緊急時態勢が発令された場合に

は，号機統括が火災発生プラントの状況を最も把握している

ことから，消防隊長は消火活動を優先する号機統括の指揮・

命令のもとで，初期消火班に対して初期消火活動を指示する。 

優先する号炉の選定については，火災の発生箇所，状況に

応じて，発電所対策本部長が判断する。 

なお，号機統括，消防隊長が権限を持つ作業が人身安全を

脅かす状態となる場合においては,発電所対策本部長へ作業

の可否判断を求めることとする。 

本運用については，火災防護計画の関連文書に定める。 
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図4 建屋内部での同時火災に対する対応フロー 

 

 

 

図5 建屋内部での同時火災発生時の初期消火体制 
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（３）外部火災の場合 

ａ．前提条件 

・外部火災として，緊急時対応中に発電所敷地内で現場操作

を妨げるような火災が同時に2 箇所で発生することを想定

する。 

・消火活動は化学消防自動車，消防ポンプ自動車の組合せに

より，消火活動を行う。 

・化学消防自動車の操作は，消防車隊が行う。 

 

・復旧班の現場操作に際して消火活動が必要な火災に対して

は，消防ポンプ自動車の操作が可能な復旧班現場要員を活

用する。 

ｂ．外部火災での対応及び体制 

6 号及び7 号炉での同時火災に対する対応フローを図6 

に，初期消火要員の体制を図7 に示す。 

外部火災における消火活動は，消防隊長が指揮を執る。通

常，敷地内の1 箇所の火災発生に対しては，火災対応のため

常時待機している消防車隊員6 名で十分対応可能であるが，

復旧班の現場操作に際して消火活動が必要な敷地内2箇所の

同時火災が発生した場合には，消防車隊員に加え復旧班現場

要員（6 号及び7 号炉各7 名）から注水隊員6 名を充て，消

火活動を行う。 

実際の消火活動は，化学消防自動車と消防ポンプ自動車の

組合せで行うことから，1 班当たり消防車隊3 名，注水隊員3 

名で2 班を編成し，2 箇所に分かれて消火活動を行う。その

際，消防車隊3 名は化学消防自動車の操作，注水隊3 名は消

防ポンプ自動車の操作を行う。 

一方，初期消火活動に充てられた注水隊員は本来緊急時の

原子炉圧力容器への注水対応を行うため，消火活動が終了し

た時点で，消防隊長の判断により速やかに原子炉圧力容器へ

の注水作業に戻ることとする。 

但し，原子力警戒態勢又は緊急時態勢が発令された場合に

は，号機統括が火災発生プラントの状況を最も把握している

ことから，消防隊長は消火活動を優先する号機統括の指揮・

命令のもとで，初期消火班に対して初期消火活動を指示する。 

優先する号機の選定については，火災の発生箇所，状況に

応じて，発電所対策本部長が判断する。 

なお，号機統括，消防隊長が権限を持つ作業が人身安全を
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脅かす状態となる場合においては,発電所対策本部長へ作業

の可否判断を求めることとする。 

本運用については，火災防護計画の関連文書に定める。 

 

 

図6 発電所敷地内での同時火災に対する対応フロー 

 

 

 

図7 緊急時における敷地内の同時火災発生時の初期消火体制 
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表1 自衛消防隊編成表（現場指揮本部） 
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３．役割・機能（ミッション） 

発電所対策本部における各職位の役割・機能（ミッション）

を，表２に示す。 

この中で，特に緊急時にプラントの復旧操作を担当する号機

班と復旧班，及び号機統括の役割・機能について，以下のとお

り補足する。 

○号機班

プラント設備に関する運転操作について，当直による実際の

対応を確認する。この運転操作には，常設設備を用いた対応ま

で含む。 

これらの運転操作の実施については，発電所対策本部長から

当直副長にその実施権限が委譲されているため，号機班から特

段の指示がなくても，当直が手順にしたがって自律的に実施し，

号機班へは実施の報告が上がって来ることになる。万一，当直

の対応に疑義がある場合には，号機班長は当直に助言する。 

○復旧班

設備や機能の復旧や，可搬型設備を用いた対応を実施する。 

これらの対応の実施については，復旧班にその実施権限が委

譲されているため，復旧班が手順にしたがって自律的に準備し，

号機統括へ状況の報告を行う。 

○号機統括

当直及び号機班と復旧班の実施するプラント復旧操作に関す

る報告を踏まえて，担当号炉における復旧活動の責任者として

当該活動を統括する。 

なお，あらかじめ決められた範囲での復旧操作については当

直及び復旧班にその実施権限が委譲されているため，号機統括

は万一対応に疑義がある場合に是正の指示を行う。 

また，当該号炉の火災の場合には，自衛消防隊の指揮を行う。 
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表2 各職位のミッション 
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４．指揮命令及び情報の流れについて 

発電所対策本部において，指揮命令は基本的に発電所対策本

部長を頭に，階層構造の上位から下位に向かってなされる。一

方，下位から上位へは，実施事項等が報告される。これとは別

に，常に横方向の情報共有が行われ，例えば同じ号炉の号機班

と復旧班等，連携が必要な班の間には常に綿密な情報の共有が

なされる。 

なお，あらかじめ定めた手順の範囲内において，発電所対策

本部長の権限は各統括，班長に委譲されているため，その範囲

であれば特に発電所対策本部長や統括からの指示は要しない。

複数号炉にまたがる対応や，あらかじめ定めた手順を超えるよ

うな場合には，発電所対策本部長や統括が判断を行い，各班に

実施の指示を行うことになる。 

 

５．その他 

（１） 夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）の体制 

夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）については，上述

した体制をベースに，特に初動対応に必要な要員を中心に宿

直体制をとり，常に必要な要員数を確保することによって事

故に対処できるようにする。その後に順次参集する要員によ

って徐々に体制を拡大していくこととなる。 

（２） 要員が負傷した際の代行の考え方 

特に夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）において万一

何らかの理由で要員が負傷する等により役割が実行できなく

なった場合には，平日昼間のように十分なバックアップ要員

がいないことが考えられる。こうした場合には，同じ機能を

担務する下位の職位の要員が代行するか，又は上位の職位の

要員が下位の職位の要員の職務を兼務する（例：復旧班長が

負傷した場合は復旧班副班長が代行するか，又は統括が兼務

する）。 

具体的な代行者の選定については，上位職の者（例えば班

長の代行者については統括）が決定する。 
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重大事故等と大規模損壊との対応内容を整理し，その相違部分

を踏まえた体制の整備等の考え方を以下に取りまとめた。 

１．重大事故等への対応 

重大事故等の発生に対して，炉心の著しい損傷防止あるいは

原子炉格納容器の破損防止，使用済燃料プール内の燃料体等の

著しい損傷防止及び原子炉運転停止中における燃料体の著しい

損傷防止を目的に発電所の体制及び発電所を支援するための体

制を整備している。重大事故等時に組織として適切な対応を行

うためには，事故対応に必要となる重大事故等対処設備の取扱

いと手順の策定が重要である。そこで重大事故等対処設備に係

る事項について，切替えの容易性及びアクセスルートの確保を

図り，復旧作業に係る事項について，予備品等の確保及び保管

場所等の整備を行っている。また，支援に係る事項，教育及び

訓練の実施並びに手順の整備に係る事項を，通常業務の組織体

制における実務経験を活かした体制で対応できるよう整備して

いる。 

重大事故等と大規模損壊との対応内容を整理し，その相違部分

を踏まえた体制の整備等の考え方を以下に取りまとめた。 

1．重大事故等への対応

重大事故等の発生に対して，炉心の著しい損傷防止あるいは

原子炉格納容器の破損防止，燃料プール内の燃料体等の著しい

損傷防止及び原子炉運転停止中における燃料体の著しい損傷防

止を目的に発電所の体制及び発電所を支援するための体制を整

備している。重大事故等時に組織として適切な対応を行うため

には，事故対応に必要となる重大事故等対処設備の取扱いと手

順の策定が重要である。そこで重大事故等対処設備に係る事項

について，切替えの容易性及びアクセスルートの確保を図り，

復旧作業に係る事項について，予備品等の確保及び保管場所等

の整備を行っている。また，支援に係る事項，教育及び訓練の

実施並びに手順の整備に係る事項を，通常業務の組織体制にお

ける実務経験を活かした体制で対応できるよう整備している。 

２．大規模損壊への対応 

大規模損壊に至る可能性のある事象は，基準地震動ＳＳ及び基

準津波等の設計基準又は観測記録を超えるような規模の自然災

害並びに故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムを想

定しており，計装・制御系の喪失，大規模なＬＯＣＡ，原子炉

格納容器の損傷等のプラントが受ける影響並びに中央制御室の

機能喪失（当直（運転員）を含む），夜間及び休日（平日の勤

務時間帯以外）における参集要員の遅延，大規模な火災の発生

等の被害の程度が，重大事故等に比べて広範囲で不確定なもの

となる。 

このことから，発電所施設の被害状況等の把握を迅速に行う

とともに，得られた情報及び残存する資源等の活用により，「炉

心の著しい損傷の緩和」，「原子炉格納容器の破損緩和」，「使

用済燃料プールの水位確保及び燃料体の著しい損傷の緩和」又

は「発電所外への放射性物質の放出低減」を目的とした効果的

な対応を速やかかつ臨機応変に選択し実行することで事象進展

の抑制及び緩和措置を図る。 

2．大規模損壊への対応 

大規模損壊に至る可能性のある事象は，基準地震動Ｓｓ及び

基準津波等の設計基準又は観測記録を超えるような規模の自然

災害並びに故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムを

想定しており，計装・制御系の喪失，大規模なＬＯＣＡ，原子

炉格納容器の損傷等のプラントが受ける影響並びに中央制御室

の機能喪失（運転員を含む），夜間及び休日（平日の勤務時間帯

以外）における参集要員の遅延，大規模な火災の発生等の被害

の程度が，重大事故等に比べて広範囲で不確定なものとなる。 

このことから，発電所施設の被害状況等の把握を迅速に行う

とともに，得られた情報及び残存する資源等の活用により，「炉

心の著しい損傷の緩和」，「原子炉格納容器の破損緩和」，「燃料

プールの水位確保及び燃料体の著しい損傷の緩和」又は「発電

所外への放射性物質の放出低減」を目的とした効果的な対応を

速やかかつ臨機応変に選択し実行することで事象進展の抑制及

び緩和措置を図る。 
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３．重大事故等と大規模損壊への対応の違い 

２項に示すとおり，大規模損壊時は重大事故等に比べてその

被害範囲が広範囲で不確定なものであり，重大事故等のように

損傷箇所がある程度限定された想定に基づく事故対応とは異な

る。そのため，発電所施設の被害状況等の把握を迅速に行うと

ともに，得られた情報及び残存する資源等の活用により，効果

的な対応を速やか，かつ臨機応変に選択し実行する。 

大規模損壊発生時は，共通要因で機能喪失することのない可

搬型重大事故等対処設備を活用した手順等で対応することによ

り，炉心損傷緩和，原子炉格納容器破損緩和等の措置を図る。 

3．重大事故等と大規模損壊への対応の違い 

2.項に示すとおり，大規模損壊時は重大事故等に比べてその

被害範囲が広範囲で不確定なものであり，重大事故等のように

損傷箇所がある程度限定された想定に基づく事故対応とは異な

る。そのため，発電所施設の被害状況等の把握を迅速に行うと

ともに，得られた情報及び残存する資源等の活用により，効果

的な対応を速やか，かつ臨機応変に選択し実行する。 

大規模損壊発生時は，共通要因で機能喪失することのない可

搬型重大事故等対処設備を活用した手順等で対応することによ

り，炉心損傷緩和，原子炉格納容器破損緩和等の措置を図る。 

４．対応の違いを踏まえた大規模損壊対応に係る体制の整備の考

え方 

３項で示した対応の違いはあるものの，被害状況等の把握を

迅速に行うとともに，得られた情報及び残存する資源等の活用

に対応するには，通常業務の組織体制における実務経験を活か

すことができる重大事故等に対応するための体制が最も有効に

機能すると評価できる。運用面においても重大事故等に対応す

るための体制で引き続き対応することは，迅速な対応を求めら

れる大規模損壊対応に適している。 

このように，大規模損壊対応に係る体制の整備として重大事

故等に対応するための体制で臨むことは有効である。 

ただし，中央制御室（当直（運転員）を含む）の機能喪失及

び重大事故等の対応で期待する重大事故等対処設備の一部が使

用できない等の大規模損壊時の特徴的な状況においても，夜間

及び休日（平日の勤務時間帯以外）も含めて流動性を持って柔

軟に対応できるよう体制を整備する。 

このため，大規模損壊発生時の体制は第1図から第4図に示す

重大事故等対応のための体制を基本としつつ，大規模損壊対応

のために必要な体制，要員，教育及び訓練，外部からの支援等

に関して，以下のとおり差異内容を考慮すべき事項として評価

し，付加分を整備，充実内容として整備する。 

なお，下記事項における技術的能力1.0と2.1に関する考え方

の相違点について項目ごとに別紙に整理する。 

4．対応の違いを踏まえた大規模損壊対応に係る体制の整備の考え

方 

3.項で示した対応の違いはあるものの，被害状況等の把握を

迅速に行うとともに，得られた情報，残存する資源等の活用に

対応するには，通常業務の組織体制における実務経験を活かす

ことができる重大事故等に対応するための体制が最も有効に機

能すると評価できる。運用面においても重大事故等に対応する

ための体制で引き続き対応することは，迅速な対応を求められ

る大規模損壊対応に適している。 

このように，大規模損壊対応に係る体制の整備として重大事

故等に対応するための体制で臨むことは有効である。 

ただし，中央制御室（運転員を含む）の機能喪失及び重大事

故等の対応で期待する重大事故等対処設備の一部が使用できな

い等の大規模損壊時の特徴的な状況においても，夜間及び休日

（平日の勤務時間帯以外）も含めて流動性を持って柔軟に対応

できるよう体制を整備する。 

このため，大規模損壊発生時の体制は第１図から第３図に示

す重大事故等対応のための体制を基本としつつ，大規模損壊対

応のために必要な体制，要員，教育及び訓練，外部からの支援

等に関して，以下のとおり差異内容を考慮すべき事項として評

価し，付加分を整備，充実内容として整備する。 

なお，下記事項における技術的能力 1.0 と 2.1 に関する考え

方の相違点について項目ごとに別紙に整理する。 
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 (1) 体制の整備 

ａ．大規模損壊として考慮すべき事項 

・夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）における参

集要員の参集遅延 

・中央制御室（当直（運転員）を含む）の機能喪失 

ｂ．整備，充実内容 

・夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）においては，

統括待機当番者（副原子力防災管理者）が指揮を執

る。統括待機当番者（副原子力防災管理者）がその

職務を遂行できない場合には，現場統括待機者が代

行する。 

・夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）において，

大規模な自然災害が発生した場合には，要員参集ま

でに時間を要する可能性があるが，発電所構内に常

時確保する災害対策要員により，参集要員が参集す

るまでの当面の間は，事故対応が行えるよう体制を

整備する。 

・中央制御室（当直（運転員）を含む）が機能しない

場合においても，災害対策要員にて対応が可能な体

制を整備する。 

 

(2) 要員の配置 

ａ．大規模損壊として考慮すべき事項 

・中央制御室（当直（運転員）を含む）の機能喪失 

ｂ．整備，充実内容 

・夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）における統

括待機当番者（副原子力防災管理者）を含む災害対

策要員は，分散して待機する。 

 

(3) 教育及び訓練 

ａ．大規模損壊として考慮すべき事項 

・通常の指揮命令系統が機能しない場合への対応 

・初動で対応する要員を最大限に活用する観点から，

臨機応変な配置変更に対応できる知識及び技能を習

得するなど，流動性を持って柔軟に対応可能にする

こと 

ｂ．整備，充実内容 

・原子力防災管理者及び副原子力防災管理者に対し，

(1) 体制の整備 

ａ．大規模損壊として考慮すべき事項 

・夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）における参

集要員の参集遅延 

・中央制御室（運転員を含む）の機能喪失 

ｂ．整備，充実内容 

・夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）においては，

指示者（副原子力防災管理者）が指揮を執る。指示

者（副原子力防災管理者）がその職務を遂行できな

い場合には，連絡責任者が代行する。 

 

・夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）において，

大規模な自然災害が発生した場合には，要員参集ま

でに時間を要する可能性があるが，発電所構内に常

時確保する重大事故等に対処する要員により，参集

要員が参集するまでの当面の間は，事故対応が行え

るよう体制を整備する。 

・中央制御室（運転員を含む）が機能しない場合にお

いても，重大事故等に対処する要員にて対応が可能

な体制を整備する。 

 

(2) 要員の配置 

ａ．大規模損壊として考慮すべき事項 

・中央制御室（運転員を含む）の機能喪失 

ｂ．整備，充実内容 

・夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）における指

示者（副原子力防災管理者）を含む重大事故等に対

処する要員は，分散して待機する。 

 

(3) 教育及び訓練 

ａ．大規模損壊として考慮すべき事項 

・通常の指揮命令系統が機能しない場合への対応 

・初動で対応する要員を最大限に活用する観点から，

臨機応変な配置変更に対応できる知識及び技能を習

得するなど，流動性を持って柔軟に対応可能にする

こと 

ｂ．整備，充実内容 

・原子力防災管理者及び副原子力防災管理者に対し，
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通常の指揮命令系統が機能しない場合及び残存する

資源等を最大限に活用しなければならない事態を想

定した個別の教育及び訓練を実施する。 

・大規模損壊時に対応する手順及び資機材の取扱い等

を習得するための教育を定期的に実施する。 

・重大事故等対応要員については，役割に応じて付与

される力量に加え，被災又は想定より多い要員が必

要となった場合において，優先順位の高い緩和措置

の実施に遅れが生じることがないよう，本来の役割

以外の教育及び訓練の充実を図る。 

具体的には，大規模損壊発生時，まずアクセスル

ート確保作業を行った上で，原子炉注水又は放水砲

の対応が想定されるため，それらの活動を担当する

保修班員の災害対策要員（初動）については流動性

を持って活動できるよう教育・訓練を実施する。 

・自衛消防隊に含まれる協力会社社員並びに給水確保

等に当たる協力会社社員については，それぞれの活

動に必要な力量を付与できるよう，業務委託契約に

基づいた教育・訓練を実施する。 

・大規模損壊発生時に対応する組織とそれを支援する

組織の実効性等を確認するための総合的な訓練を定

期的にかつ継続的に実施する。 

 （第1表，第2表，第3表，第4表参照） 

 

(4) 手順 

ａ．大規模損壊として考慮すべき事項 

・大規模な火災の発生 

・重大事故等に比べて広範囲で不確定な被害 

・重大事故等時では有効に機能しない設備等が大規模

損壊のような状況下では有効に機能する場合も考え

られるため，事象進展の抑制及び緩和に資するため

の設備等の活用 

ｂ．整備，充実内容 

・大規模な火災が発生した場合における消火活動に関

する手順として，故意による大型航空機の衝突によ

る航空機燃料火災を想定し，化学消防自動車及び水

槽付消防ポンプ自動車によるアクセスルート消火の

手順に加え，技術的能力1.12で整備する可搬型代替

通常の指揮命令系統が機能しない場合及び残存する

資源等を最大限に活用しなければならない事態を想

定した個別の教育及び訓練を実施する。 

・大規模損壊時に対応する手順，資機材の取扱い等を

習得するための教育を定期的に実施する。 

・緊急時対策要員については，役割に応じて付与され

る力量に加え，被災又は想定より多い要員が必要と

なった場合において，優先順位の高い緩和措置の実

施に遅れが生じることがないよう，本来の役割以外

の教育及び訓練の充実を図る。 

具体的には，大規模損壊発生時，まずアクセスル

ート確保作業を行ったうえで，原子炉注水又は放水

砲の対応が想定されるため，それらの活動を担当す

る復旧班員については流動性を持って活動できるよ

う教育・訓練を実施する。 

・協力会社社員については，それぞれの活動に必要な

力量を付与できるよう，業務委託契約に基づいた教

育・訓練を実施する。 

 

・大規模損壊発生時に対応する組織とそれを支援する

組織の実効性等を確認するための総合的な訓練を定

期的にかつ継続的に実施する。 

 （第１表，第２表，第３表参照） 

 

(4) 手順 

ａ．大規模損壊として考慮すべき事項 

・大規模な火災の発生 

・重大事故等に比べて広範囲で不確定な被害 

・重大事故等時では有効に機能しない設備等が大規模

損壊のような状況下では有効に機能する場合も考え

られるため，事象進展の抑制及び緩和に資するため

の設備等の活用 

ｂ．整備，充実内容 

・大規模な火災が発生した場合における消火活動に関

する手順として，故意による大型航空機の衝突によ

る航空機燃料火災を想定し，技術的能力1.12で整備

する化学消防自動車，小型動力ポンプ付水槽車等に

よる初期消火の手順に加え，大型送水ポンプ車及び
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注水大型ポンプ及び放水砲を活用した手順を整備す

る。また，多様な消火手段として，可搬型代替注水

中型ポンプによる高所放水の手順を整備する。 

・大規模損壊対応に特化した手順として，現場での可

搬型計測器によるパラメータ監視手順等を整備す

る。 

 

(5) 本店対策本部体制の確立 

・大規模損壊発生時における本店対策本部の設置による

発電所への支援体制は，技術的能力1.0で整備する支援

体制と同様である。 

 

(6) 外部支援体制の確立 

・大規模損壊発生時における外部支援体制は，技術的能

力1.0で整備する外部支援体制と同様である。 

 

(7) 可搬型重大事故等対処設備の保管場所とアクセスルー   

  ト 

・大規模損壊発生時において可搬型重大事故等対処設備

は，同等の機能を有する設計基準事故対処設備及び常

設重大事故等対処設備と同時に機能喪失することのな

いよう外部事象の影響を受けにくい場所に保管する。 

 

(8) 資機材の配備 

・大規模損壊発生時の対応に必要な資機材については，

重大事故等対策で配備する資機材の基本的な考え方を

基に高線量の環境，大規模な火災の発生及び外部支援

が受けられない状況を想定し配備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放水砲を活用した手順を整備する。 

 

 

・大規模損壊対応に特化した手順として，現場での可

搬型計測器によるパラメータ監視手順等を整備す

る。 

 

(5) 緊急時対策総本部体制の確立 

・大規模損壊発生時における緊急時対策総本部の設置に

よる発電所への支援体制は，技術的能力1.0で整備する

支援体制と同様である。 

 

(6) 外部支援体制の確立 

・大規模損壊発生時における外部支援体制は，技術的能

力1.0で整備する外部支援体制と同様である。 

 

(7) 可搬型重大事故等対処設備の保管場所とアクセスルー 

  ト 

・大規模損壊発生時において可搬型重大事故等対処設備

は，同等の機能を有する設計基準事故対処設備及び常

設重大事故等対処設備と同時に機能喪失することのな

いよう外部事象の影響を受けにくい場所に保管する。 

 

(8) 資機材の配備 

・大規模損壊発生時の対応に必要な資機材については，

重大事故等対策で配備する資機材の基本的な考え方を

基に高線量の環境，大規模な火災の発生及び外部支援

が受けられない状況を想定し配備する。 
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第1図 災害対策本部体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１図 緊急時対策本部体制 
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第 2 図 災害対策本部の初動体制及び全体体制の構成 

 

第 3 図 災害対策本部の初動体制から全体体制への移行 

 

第２図 緊急時対策本部体制 

（夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）） 
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第 4 図 災害対策本部の要員（プルーム通過時） 

 

 

第３図 緊急時対策本部体制 

（プルーム通過時） 

 

 

 第 1 表 大規模損壊対応に関する教育及び訓練 

 

第１表 大規模損壊対応に関する教育及び訓練 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【東海第二】 

大規模特化として整

備する手順の相違 
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第2表 保修班に対する知識及び技能の流動性 第２表 復旧班に対する知識及び技能の流動性 

第 3表 協力会社社員の活動範囲（災害対策要員（初動）） 第３表 協力会社社員の活動範囲 

第 4表 協力会社社員の活動範囲（参集要員） 
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 別紙 

 

技術的能力1.0と技術的能力2.1の体制整備に関する 

考え方の相違点について（1／2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 

 

技術的能力 1.0 と技術的能力 2.1 の体制整備に関する 

考え方の相違点について（１／２） 
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 技術的能力 1.0 と技術的能力 2.1 の体制整備に関する 

考え方の相違点について（2／2） 

 

 

技術的能力 1.0 と技術的能力 2.1 の体制整備に関する 

考え方の相違点について（２／２） 
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添付資料2.1.18 

大規模損壊の発生に備えて配備する資機材について 

大規模損壊発生時に想定される以下のa.～c.の環境下等にお

いて，緊急時対策要員等が事故対応を行うために必要な資機材

を表1 に示すとおり配備している。 

d.の資機材については，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所，6

号及び7 号炉中央制御室において，必要数を配備することとし

ており，詳細を表2 に示す。 

e.の資機材については，詳細を表3 に示す。

a. 全交流動力電源喪失が発生する環境で対応するために必

要な照明機能を有する資機材を配備する。

b. 地震及び津波のような大規模な自然災害による油タンク

火災，又は故意による大型航空機の衝突に伴う大規模な航

空機燃料火災の発生に備え，必要な消火活動を実施するた

めに着用する防護具，消火薬剤等の資機材及び消火設備を

配備する。

c. 炉心損傷及び原子炉格納容器の破損による高線量の環境

下において，事故対応のために着用するマスク，高線量対

応防護服及び個人線量計等の必要な資機材を配備する。

添付資料2.1.19 

大規模損壊の発生に備えて配備する資機材について 

大規模損壊発生時に想定される以下のａ．～ｄ．の環境下等に

おいて，災害対策要員等が事故対応を行うために必要な資機材を

第1表に示すとおり配備する。 

ｅ．の資機材については，緊急時対策所建屋及び中央制御室に

おいて必要数を配備することとしており，詳細を第2表に示す。 

ｆ．の資機材については，詳細を第3表に示す。 

ａ．全交流動力電源喪失が発生する環境で対応するために必要 

な照明機能を有する資機材を配備する。 

ｂ．地震及び津波のような大規模な自然災害による油タンク 

火災又は故意による大型航空機の衝突に伴う大規模な航 

空機燃料火災の発生に備え，必要な消火活動を実施する 

ために着用する防護具，消火薬剤等の資機材及び消火設 

備を配備する。 

ｃ．炉心損傷及び原子炉格納容器破損による高線量の環境下に 

おいて，事故対応のために着用する全面マスク，タイベッ 

ク，個人線量計等の必要な資機材を配備する。

ｄ．化学薬品等が流出した場合に事故対応するために着用する 

マスク，長靴等の資機材を配備する。

添付資料2.1.19 

大規模損壊の発生に備えて配備する資機材について 

大規模損壊発生時に想定される以下のａ.～ｄ.の環境下等にお

いて，緊急時対策要員が事故対応を行うために必要な資機材を第

１表に示すとおり配備している。 

ｅ.の資機材については，緊急時対策所，１，２号炉中央制御室，

３号炉中央制御室において，必要数を配備することとしており，

詳細を第２表に示す。 

ｆ.の資機材については，詳細を第３表に，ｇの資機材について

は，詳細を第４表，第１図及び第２図に示す。 

ａ.全交流動力電源喪失が発生する環境で対応するために必要

な照明機能を有する資機材を配備する。 

ｂ.地震及び津波のような大規模な自然災害による油タンク火

災，又は故意による大型航空機の衝突に伴う大規模な航空機

燃料火災の発生に備え，必要な消火活動を実施するために着

用する防護具，消火薬剤等の資機材及び大型送水ポンプ車，

放水砲等の消火設備を配備する。 

ｃ.炉心損傷及び原子炉格納容器の破損による高線量の環境下

において，事故対応のために着用する全面マスク，高線量対

応防護服，個人線量計等の必要な資機材を配備する。 

ｄ.化学薬品等が流出した場合に事故対応するために着用する

マスク，長靴等の資機材を配備する。

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，緊急時

対策所から現場（屋内）

までの有線式通信設備

を配備 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，大規模

損壊に特化した手順に

使用する資機材を配備 

・記載表現の相違

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，化学薬

品等の流出時の資機材

配備について記載 
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d. 大規模な自然災害により外部支援が受けられない場合も

事故対応を行うための防護具，線量計，食料等の資機材を

確保する。 

e. 大規模損壊発生時において，指揮者と現場間，発電所外等

との連絡に必要な通信連絡設備を確保するため，多様な複

数の通信連絡設備を整備する。また，通常の通信連絡設備

が使用不能な場合を想定した通信連絡設備として，衛星電

話設備，無線連絡設備，携帯型音声呼出電話設備及び統合

原子力防災ネットワークを用いた通信連絡設備を配備す

る。 

 

 ｅ．大規模な自然災害により外部支援が受けられない場合も事 

   故対応を行うための防護具，線量計，食料等の資機材を配 

備する。 

ｆ．大規模損壊発生時において，災害対策本部と現場間，発電 

所外等との連絡に必要な通信連絡手段を確保するために， 

多様な複数の通信連絡設備を配備する。また，通常の通信 

連絡手段が使用不能な場合を想定し，無線連絡設備，携行 

型有線通話装置，衛星電話設備及び統合原子力防災ネット 

ワークに接続する通信連絡設備を配備する。 

ｅ.大規模な自然災害により外部支援が受けられない場合も事

故対応を行うための防護具，線量計，食料等の資機材を確保

する。 

ｆ.大規模損壊発生時において，指揮者と現場間，発電所外等と

の連絡に必要な通信連絡設備を確保するため，多様な複数の

通信連絡設備を整備する。また，通常の通信連絡設備が使用

不能な場合を想定した通信連絡設備として，衛星電話設備，

無線通信設備，有線式通信設備及び統合原子力防災ネットワ

ークに接続する通信連絡設備を配備する。 

 

ｇ．大規模損壊に特化した手順に使用する資機材を配備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，大規模

損壊に特化した手順に

使用する資機材を配備 
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表 1 重大事故等及び大規模損壊の発生に備えた資機材リスト 第 1表 重大事故等及び大規模損壊の発生に備えた資機材リスト

（1／2） 

第１表 重大事故等及び大規模損壊の発生に備えた資機材リスト ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

使用する設備の相違 

・記載表現の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，「c.高

線量の環境下において

事故対応するために着

用するマスク及び線量

計等の資機材」及び「d.

化学薬品等が流出した

場合に事故対応するた

めに着用するマスク及

び長靴等の資機材」につ

いては，第２表にて記載 

・記載表現の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，化学薬

品等の流出時の資機材

配備について記載 
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第 1表 重大事故等及び大規模損壊の発生に備えた資機材リスト

（2／2） 

・記載表現の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，「c.高

線量の環境下において

事故対応するために着

用するマスク及び線量

計等の資機材」及び「d.

化学薬品等が流出した

場合に事故対応するた

めに着用するマスク及

び長靴等の資機材」につ

いては，第２表にて記載 
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表 2 外部支援が受けられないことを想定した事故対応を 

行うための防護具，線量計及び食料等の資機材(1/7) 

(1) 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所に保管する放射線管理用資

機材及びチェンジングエリア用資機材等

a. 防護具及び除染用資機材（被ばく管理・除染管理）

※予備を含む。（今後，訓練等で見直しを行う。）

第 2表 外部支援を受けるまでの期間を想定した事故対応を 

行うための防護具，線量計，食料等の資機材 

(1) 放射線防護資機材及びチェンジングエリア用資機材（緊急時

対策所建屋） 

ａ．放射線防護具類（緊急時対策所建屋） 

※ 今後，訓練等で見直しを行う。

第２表 外部支援が受けられないことを想定した事故対応を 

行うための防護具，線量計及び食料等の資機材（１／11） 

(1) 緊急時対策所に保管する放射線管理用資機材及びチェンジ

ングエリア用資機材等

ａ.防護具及び除染資材（被ばく管理・除染管理） 

※予備を含む（今後，訓練等で見直しを行う）

・運用の相違

【柏崎 6/7,東海第二】 

資機材配備数の相違 
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b. 計測器（被ばく管理・汚染管理）

※予備を含む。（今後，訓練等で見直しを行う。）

ｂ．放射線計測器（被ばく管理・汚染管理）（緊急時対策所建屋） 

※1 今後，訓練等で見直しを行う。

※2 緊急時対策所建屋の可搬型モニタリング・ポスト（加圧判断

用）については「監視測定設備」の可搬型モニタリング・ポ 

ストと兼用する。

ｃ．薬品防護具類（緊急時対策所建屋） 

※ 今後，訓練等で見直しを行う。

第２表 外部支援が受けられないことを想定した事故対応を 

行うための防護具，線量計及び食料等の資機材（２／11） 

ｂ.計測器（被ばく管理・汚染管理） 

※予備を含む（今後，訓練等で見直しを行う）

ｃ．薬品防護具類（緊急時対策所） 

※今後，訓練等で見直しを行う

・運用の相違

【柏崎 6/7,東海第二】 

資機材配備数の相違 

・記載表現の相違

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，化学薬

品等の流出時の資機材

配備について記載 

・運用の相違

【東海第二】 

資機材配備数の相違 

品名 配備数※ 考え方 

化学防護服 

40 セット 

装備品一式を１セットとして配備す

る。 

40 名（１号及び２号炉対応の現場復旧

班要員 24 名＋放射線管理班要員４名

＋余裕） 

化学防護手袋 

化学防護長靴 

全面マスク 

チャコールフィルタ
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表 2 外部支援が受けられないことを想定した事故対応を 

行うための防護具，線量計及び食料等の資機材(2/7) 

c. チェンジングエリア用資機材及び除染資材

※予備を含む。（今後，訓練等で見直しを行う。）

ｄ．チェンジングエリア用資機材（緊急時対策所建屋） 

※ 今後，訓練等で見直しを行う。

第２表 外部支援が受けられないことを想定した事故対応を 

行うための防護具，線量計及び食料等の資機材（３／11） 

ｄ.チェンジングエリア用資機材 

※１ 今後，訓練等で見直しを行う

※２ 約 130m2（床，壁の養生面積（エリア全面張替え１回分））

×２（補修張替え等）÷90m2/巻×1.5 倍≒５巻（養生シー

ト損傷，汚染時等）

※３ ５個（各エリア間設置箇所数）

※４ ２枚(設置箇所数)×２（汚染時の交換用）＝４枚

※５ ８個（設置箇所数）

※６ ８枚（設置箇所）×３枚/日（１日交換回数）×７日×1.5

倍＝252 枚→300 枚 

※７ 約 230m（養生エリアの外周距離（エリア全面張替え１回分））

×２（補修張替え等）÷30m/巻×1.5 倍＝23巻→24 巻（養

生シート損傷，汚染時等） 

※８ 1,200 枚/箱（除染等）

※９ 120 枚/個（除染等）

※10 960mm×960mm×1,600mm（除染エリア設置）

※11 ３本（設置箇所数）

・運用の相違

【柏崎 6/7,東海第二】 

資機材配備数の相違 
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表 2 外部支援が受けられないことを想定した事故対応を 

行うための防護具，線量計及び食料等の資機材(3/7) 

 

d. 飲食料 

 

※予備を含む。（今後，訓練等で見直しを行う。） 

 

 

 

e. その他資機材 

 

※予備を含む。（今後，訓練等で見直しを行う。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｅ．その他資機材（緊急時対策所建屋） 

 

※ 飲料水1.5ℓ容器での保管の場合（要員1名当たり1日3ℓを目安

に配備）※ 飲料水1.5ℓ容器での保管の場合（要員1名当たり1日

3ℓを目安に配備） 

第２表 外部支援が受けられないことを想定した事故対応を 

行うための防護具，線量計及び食料等の資機材（４／11） 

 

ｅ.飲食料等 

 
※予備を含む（今後，訓練等で見直しを行う） 

 

 

ｆ．その他資機材 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

資機材配備数の相違 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

 東海第二は，飲食料等 

についてｅ．その他資機 

材（緊急時対策所建屋） 

にて記載 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

資機材配備数の相違 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，飲食料

等についてｅ．飲食料等 

にて記載 
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表 2 外部支援が受けられないことを想定した事故対応を 

行うための防護具，線量計及び食料等の資機材(4/7) 

 

(2) 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所に配備する原子力災害対 

策活動で使用する主な資料 

 

 

 

 

 

 

 

 第２表 外部支援が受けられないことを想定した事故対応を 

行うための防護具，線量計及び食料等の資機材（５／11） 

 

(2) 緊急時対策所に配備する原子力災害対策活動で使用する 

資料 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

2.1-505



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

表 2 外部支援が受けられないことを想定した事故対応を 

行うための防護具，線量計及び食料等の資機材(5/7) 

 

(3) 6 号及び 7 号炉中央制御室に保管する放射線管理用資機材及

びチェンジングエリア用資機材等 

 

a. 防護具及び除染用資機材（被ばく管理・除染管理） 

 

※予備を含む。（今後，訓練等で見直しを行う。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 中央制御室等に保管する放射線管理用資機材及びチェン 

ジングエリア用資機材等 

 

ａ．放射線防護具類（中央制御室※１） 

 

※1 運転員等は交替のために中央制御室に向かう際に，緊急時対 

策所建屋より防護具類を持参する。 

※2 今後，訓練等で見直しを行う。 

 

 

 

第２表 外部支援が受けられないことを想定した事故対応を 

行うための防護具，線量計及び食料等の資機材（６／11） 

 

(3) １，２号炉中央制御室に保管する放射線管理用資機材及びチ

ェンジングエリア用資機材等 

 

ａ.防護具及び除染用資機材（被ばく管理・除染管理） 

 

※予備を含む（今後，訓練等で見直しを行う） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

資機材配備数の相違 

2.1-506



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

b. 計測器（被ばく管理・汚染管理）

※予備を含む。（今後，訓練等で見直しを行う。）

ｂ．放射線計測器（被ばく管理・汚染管理）（中央制御室） 

※ 今後，訓練等で見直しを行う。

ｃ．薬品防護具類（中央制御室） 

※ 今後，訓練等で見直しを行う。

第２表 外部支援が受けられないことを想定した事故対応を 

行うための防護具，線量計及び食料等の資機材（７／11） 

ｂ.計測器（被ばく管理・汚染管理） 

※予備を含む（今後，訓練等で見直しを行う）

ｃ．薬品防護具類（１，２号炉中央制御室） 

※今後，訓練等で見直しを行う

・運用の相違

【柏崎 6/7,東海第二】 

資機材配備数の相違 

・記載表現の相違

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，化学薬

品等の流出時の資機材

配備について記載 

・運用の相違

【東海第二】 

資機材配備数の相違 

2.1-507r2



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

表 2 外部支援が受けられないことを想定した事故対応を 

行うための防護具，線量計及び食料等の資機材(6/7) 

 

c. チェンジングエリア用資機材及び除染資材 

 

※予備を含む。（今後，訓練等で見直しを行う。） 

 

 

 

ｄ．チェンジングエリア用資機材（中央制御室） 

 

※ 今後，訓練等で見直しを行う。 

第２表 外部支援が受けられないことを想定した事故対応を 

行うための防護具，線量計及び食料等の資機材（８／11） 

 

ｄ.チェンジングエリア用資機材 

 

 

※１ 今後，訓練等で見直しを行う。 

※２ 約35m2（床，壁の養生面積）×３（エリア全面張替え１回

分＋補修張替え等）÷90m2/巻×1.5倍≒２巻（養生シート

損傷，汚染時等） 

※３ ４個（各エリア間設置箇所数） 

※４ ２枚(設置箇所数)×２（汚染時の交換用）＝４枚 

※５ ６個（設置箇所数） 

※６ ６枚（設置箇所）×３枚/日（１日交換回数）×７日×1.5

倍＝189枚→200枚 

※７ 約80m（養生エリアの外周距離）×３（エリア全面張替え１

回分＋補修張替え等）÷30m/巻×1.5倍＝12巻（養生シート

損傷，汚染時等） 

※８ 1,200枚/箱（除染等） 

※９ 120枚/個（除染等） 

※10 960mm×960mm×1,600mm（除染エリア設置） 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

資機材配備数の相違 

 

2.1-508r2



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

表 2 外部支援が受けられないことを想定した事故対応を 

行うための防護具，線量計及び食料等の資機材(7/7) 

d. 飲食料等

※予備を含む。（今後，訓練等で見直しを行う。）

e. その他資機材

※予備を含む。（今後，訓練等で見直しを行う。）

ｅ．飲食料等（中央制御室） 

※ 今後，訓練等で見直しを行う。

ｆ．その他資機材（中央制御室） 

※ 今後，訓練等で見直しを行う。

第２表 外部支援が受けられないことを想定した事故対応を 

行うための防護具，線量計及び食料等の資機材（９／11） 

ｅ．飲食料等 

※予備を含む（今後，訓練等で見直しを行う）

ｆ.その他資機材 

※予備を含む（今後，訓練等で見直しを行う）

・運用の相違

【柏崎 6/7,東海第二】 

資機材配備数の相違 

2.1-509



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

  第２表 外部支援が受けられないことを想定した事故対応を 

行うための防護具，線量計及び食料等の資機材（10／11） 

 

(4) ３号炉中央制御室に保管する放射線管理用資機材等 

 

ａ.防護具及び除染用資機材（被ばく管理・除染管理） 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，３号炉

の中央制御室に常駐す

る運転補助要員用の放

射線管理用資機材等を

配備 

 

2.1-510



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第２表 外部支援が受けられないことを想定した事故対応を 

行うための防護具，線量計及び食料等の資機材（11／11） 

ｂ.計測器（被ばく管理） 

ｃ.薬品防護具類（３号炉中央制御室） 

ｄ.その他資機材 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，３号炉

の中央制御室に常駐す

る運転補助要員用の放

射線管理用資機材等を

配備 

2.1-511



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

表 3 通信連絡設備の確保(1/2) 

(1)発電所内の通信連絡設備

※通常の通信連絡設備が使用不能な場合

(2)発電所内外の通信連絡設備

※通常の通信連絡設備が使用不能な場合

第3表 通信連絡設備の確保 

(1) 発電所内の通信連絡設備

(2) 発電所内外の通信連絡設備

第３表 通信連絡設備の確保（１／３） 

第３表 通信連絡設備の確保（２／３） 

第３表 通信連絡設備の確保（３／３） 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

 柏崎 6/7 号炉は，屋外 

と中央制御室，緊急時対 

策所との連絡用として 

5 号炉屋外緊急連絡用 

インターフォンを設置

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

使用する設備の相違 

2.1-512



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

表 3 通信連絡設備の確保(2/2) 

(3)発電所外の通信連絡設備 (3) 発電所外の通信連絡設備

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

使用する設備の相違 

2.1-513



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第４表 大規模損壊に特化した手順に使用する資機材 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，大規模

損壊に特化した手順に

使用する資機材を配備 

2.1-514



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

（注）屋外は緊急時対策所から原子炉建物西側の入口までの敷設長が 1,140ｍであり，

これを満足する有線式通信設備用中継コード 6 台（200ｍ/台）を緊急時対策所

近傍の免震重要棟に保管する。 

第１図 有線式通信設備用中継コード屋外敷設ルート図 

第２図 有線式通信設備用中継コード屋内敷設ルート図 

（「号炉間電力融通電気設備による給電」 

（自主対策設備）による例） 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，緊急時

対策所から現場（屋内）

までの有線式通信設備

を配備 

2.1-515r2



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

添付資料2.1.19 添付資料2.1.20 添付資料 2.1.20 

・記載方針の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，対応状

況が本文等の別箇所に

記載されている場合は，

再度記載はせず引用箇

所のみ記載している 

（以下，添 2.1.20－①

の相違） 
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2.1-516
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・記載方針の相違

【東海第二】 

添 2.1. 20－①の相違 

2.1-517



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 
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・記載方針の相違 

【東海第二】 

 添 2.1.20－①の相違 

2.1-518
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・記載方針の相違 

【東海第二】 

 添 2.1. 20－①の相違 

2.1-519
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・記載方針の相違

【東海第二】 

添 2.1. 20－①の相違 

2.1-520
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・記載方針の相違

【東海第二】 

添 2.1. 20－①の相違 
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・記載方針の相違

【東海第二】 

添 2.1. 20－①の相違 

2.1-522
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・記載方針の相違

【東海第二】 

添 2.1. 20－①の相違 

2.1-523
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・記載方針の相違 

【東海第二】 

 添 2.1. 20－①の相違 

2.1-524
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・記載方針の相違 

【東海第二】 

 添 2.1. 20－①の相違 
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・記載方針の相違

【東海第二】 

添 2.1. 20－①の相違 

2.1-526
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・記載方針の相違

【東海第二】 

添 2.1. 20－①の相違 

2.1-527



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉（2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

添付資料2.1.20 

大規模損壊発生時における放射線防護に係る対応について 

大規模損壊発生時，作業者は，個人線量計を装着し，緊急作

業従事者は緊急作業に係る線量限度（100ｍSv 又は250mSv），緊

急作業従事者でない者は通常の線量限度（50mSv/年，100mSv/5 

年）を超えないように確認を行う。また，放射性物質の放出後，

放射性物質濃度の高い場所で作業を行う場合は，全面マスク等

の放射線防護具を装着する。 

なお，プラントの状況把握の困難な大規模損壊初動対応にお

いては，副原子力防災管理者又は当直長が，プラント状況（炉

心損傷の可能性，原子炉格納容器の破損，使用済燃料プールか

らの漏えいの有無等）を考慮し，大気に放出された放射性物質

が大規模損壊対応に影響を与える可能性がある場合，放射線防

護具類の着用を指示する。 

以下に，大規模損壊対応及び消火活動対応に必要な装備品に

ついて整理する。 

添付資料2.1.21 

大規模損壊発生時における放射線防護に係る対応について 

大規模損壊発生時，現場作業等を行う要員は，個人線量計を装

着し，緊急作業従事者は緊急作業に係る線量限度（100mSv 又は

250mSv）※，緊急作業従事者でない者は通常の線量限度（50mSv／

年，100mSv／5 年）を超えないように確認を行う。また，放射性

物質の放出後，放射性物質濃度の高い場所で作業を行う場合は，

全面マスク等の放射線防護具を装着する。 

※ 原子力災害対策特別措置法第 10 条事象の一部及び第 15 条

事象に該当する事象が発生する前は 100mSv，発生した後は

250mSv が，緊急作業従事者全員に適用される。 

なお，大規模損壊発生時における放射線防護に係る対応につい

ては，当直発電長又は災害対策本部長代理が，プラント状況（炉

心損傷の可能性，原子炉格納容器の破損，使用済燃料プールから

の漏えいの有無等）を考慮し，大気に放出された放射性物質が大

規模損壊対応に影響を与える可能性がある場合，放射線防護具類

の着用を指示する。 

以下に，大規模損壊対応及び消火活動対応に必要な装備品につ

いて整理する。 

添付資料 2.1.21 

大規模損壊発生時における放射線防護に係る対応について 

大規模損壊発生時，作業者は，個人線量計を装着し，緊急作業

従事者は緊急作業に係る線量限度（100mSv 又は 250mSv）※，緊急

作業従事者でない者は通常の線量限度（50mSv/年，100mSv/5 年）

を超えないように確認を行う。また，放射性物質の放出後，放射

性物質濃度の高い場所で作業を行う場合は，全面マスク等の放射

線防護具類を装着する。 

※ 原子力災害対策特別措置法第十条事象の一部及び第十五条

事象に該当する事象が発生する前は 100mSv，発生した後は

250mSv が，緊急作業従事者全員に適用される。 

なお，プラントの状況把握が困難な大規模損壊初動対応におい

ては，緊急時対策本部が，プラント状況（炉心損傷の可能性，原

子炉格納容器の破損，燃料プールからの漏えいの有無等）を考慮

し，大気に放出された放射性物質が大規模損壊対応に影響を与え

る可能性がある場合，放射線防護具類の着用を指示する。 

以下に，大規模損壊対応及び消火活動対応に必要な装備品につ

いて整理する。 

・記載表現の相違

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，緊急作

業の適用に関する概要

を記載 

・体制の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，装備類

の選定を緊急時対策本

部が判断及び指示 
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1. 大規模損壊対応時に着用する装備品について

表1 プラント対応時の装備品 

1. 大規模損壊対応時に着用する装備品について

大規模損壊対応時に着用する装備品として，第 1 表にプラン

ト対応時の装備品，第 2表に火災対応時の装備品を示す。また，

第 3表に緊急作業に係る線量限度を示す。 

第 1表 プラント対応時の装備品 

１． 大規模損壊対応時に着用する装備品について 

第１表 プラント対応時の装備品 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

使用する設備の相違 

・運用の相違

【柏崎6/7，東海第二】

島根２号炉は，汚染防 

護服着用時間は短時間 

であることから，緊急時 

対策所帰還後の除染対 

応等を考慮し，炉心損傷 

の徴候等がある場合は 

必要な放射線防護具類

を全て着用する運用 
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表 2 火災対応時の装備品 

表 3 緊急作業に係る線量限度 

（女子については，妊娠する可能性がないと診断された者に限る。） 

2. 放射線防護具等の携行について

大規模損壊対応において，作業者は，各箇所に配備されてい

る装備品一式を携行し，副原子力防災管理者又は当直長の指示

により必要な放射線防護具の着用を行う。 

なお，個人線量計については，被ばく管理のため必ず着用し，

各対応を行う。 

(1)配備箇所

・中央制御室

・5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所

(2)携行品一式

・放射線防護具：タイベック，ゴム手袋，全面マスク，個人

線量計 

第 2表 火災対応時の装備品 

第 3表 緊急作業に係る線量限度 

2. 放射線防護具等の携行について

大規模損壊対応において，現場作業等を行う要員は，各箇所

に配備されている装備品一式を携行し，当直発電長又は災害対

策本部長代理の指示により必要な放射線防護具類の着用を行

う。 

なお，個人線量計については，被ばく管理のため必ず着用し，

各対応を行う。 

(1) 配備箇所

・中央制御室

・緊急時対策所建屋

(2) 携行品一式

・放射線防護具：綿手袋，ゴム手袋，タイベック，全面マ

スク

第２表 火災対応時の装備品 

第３表 緊急作業に係る線量限度 

２．放射線防護具等の携行について 

大規模損壊対応において，作業者は，各箇所に配備されてい

る装備品一式を携行し，緊急時対策本部の指示により必要な放

射線防護具類の着用を行う。 

なお，個人線量計については，被ばく管理のため必ず着用し，

各対応を行う。 

（１）配備箇所 

・１，２号炉中央制御室

・３号炉中央制御室

・緊急時対策所

（２）携行品一式 

・放射線防護具：全面マスク，チャコールフィルタ，汚染

防護服，綿手袋，帽子，靴下，ゴム手 

袋，その他資機材 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

使用する設備の相違 

・体制の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，装備類

の選定を緊急時対策本

部が判断及び指示 

・設備の相違

【柏崎 6/7,東海第二】 

 島根２号炉は，３号炉

中央制御室に常駐して

いる運転補助要員用の

放射線防護具類を配備 

・設備の相違

【柏崎 6/7,東海第二】 

使用する設備の相違 
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3. 火災対応時の装備品について

大規模損壊時の消火活動の装備品については，中央制御室，

又は出入管理所等に配備してある防火服及びセルフエアセット

等の必要な装備品を着用し消火対応を行う。 

(1)装備品

・個人線量計

・全面マスク又はセルフエアセット

・防火服

4. 大規模損壊対応時の留意事項

作業者は，個人線量計を携帯するとともに，適時，線量を確

認し，自身の被ばく状況を把握する。 

作業者は，被ばく管理のため，消火活動時の滞在箇所，滞在

時間及び被ばく線量等の情報を確認・記録する。 

予期せぬ放射線量の上昇が確認された場合は，その場を一時

的に離れ，発電所対策本部（対策本部設置前であれば，副原子

力防災管理者又は当直長）の指示により対応する。 

3. 火災対応時の装備品について

大規模損壊時の消火活動の装備品については，中央制御室又

は緊急時対策所建屋等に配備する消防服等の必要な装備品を着

用し消火対応を行う。 

(1) 装備品

・個人線量計

・全面マスク，空気呼吸器，自給式呼吸用保護具

・消防服

4. 大規模損壊対応時の留意事項

現場作業等を行う要員は，個人線量計を着用するとともに，

適示，線量を確認し，自身の被ばく状況を把握する。 

現場作業等を行う要員は，被ばく管理のため，消火活動時の

滞在箇所，滞在時間及び被ばく線量等の情報を確認・記録する。 

予期せぬ放射線量の上昇が確認された場合は，その場を一時

的に離れ，発電所災害対策本部の指示により対応する。 

３．火災対応時の装備品について 

大規模損壊時の消火活動の装備品については，管理事務所，

又は２号炉廃棄物処理建物通路（チェックポイント付近）等に

配備している防火服，セルフエアーセット等の必要な装備品を

着用し消火対応を行う。 

（１）装備品 

・個人線量計

・全面マスク等又はセルフエアーセット

・防火服

４．大規模損壊対応時の留意事項 

作業者は，個人線量計を着用するとともに，適時，線量を確

認し，自身の被ばく状況を把握する。 

作業者は，被ばく管理のため，消火活動時の滞在箇所，滞在

時間，被ばく線量等の情報を確認・記録する。 

予期せぬ放射線量の上昇が確認された場合は，その場を一時

的に離れ，緊急時対策本部の指示により対応する。 
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